
投資主優待

投資主優待制度の概要

投資主優待制度に関する
お問い合わせ先

【優待内容について】

【利用方法】

どの施設で優待が受けられるのかを教えてください。

対象施設は一覧に記載のとおりですが、各オペレーター毎に対象となる施設種類が異なり
ます。優待の対象施設については各オペレーターの連絡先電話番号にお問い合わせください。

優待内容の詳細はどのように確認できますか。

優待の内容は各オペレーターにより異なります。また、対象施設の運営状況等によって
は優待内容に制約等がある場合がございます。優待内容の詳細は各オペレーターの連
絡先電話番号にお問い合わせください。

利用するにはどのような手続きをすればよいのでしょうか。

「投資主優待制度」を利用したい旨を各オペレーターの連絡先電話番号にお申出頂き
オペレーターより利用手続きに関する詳細な説明を受けてください。

利用する際には何が必要になりますか。

資産運用報告（本書）と一緒に同封されている投資主様の住所及び氏名等を記載した
書面をご持参ください。また、各オペレーターや施設によって他に確認書類が必要と
なる場合もございます。詳細は各オペレーターの連絡先電話番号でご確認ください。

施設見学や体験入居をしたいときには施設に直接行けばよいのでしょうか。

各施設に直接お越しいただいても運営状況や空き状況によっては対応できない場合がご
ざいます。事前に各オペレーターの連絡先電話番号にご連絡いただき、オペレーターよ
り説明を受けたうえで施設をご訪問ください。

資産運用会社：ジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式会社
電話：03-6206-6579
受付時間：午前9時～午後5時（土日祝日及び年末年始等を除く）

投資主優待制度
についての

Q&A

本投資法人は、投資主の皆様やそのご家族の方々の健康長寿の実現に寄与することを目的とし、

本投資主優待制度を創設しました。

本投資主優待制度では、本投資法人とパートナーシップを構築しているスポンサー及び

運営事業者各社の協力を得て、数多くの施設で様々な特色のあるサービスをご体験いただけます。

1 対象投資主
各決算期（2月／8月）末における本投資法人の投資主名簿に記載または記録された、1口
以上所有されている投資主の皆様が対象となります。

2 優待内容 1口以上所有されている投資主様に対して、裏面の記載の優待を実施いたします。

3 優待の利用方法
2016年8月期（第2期）資産運用報告（本書）ならびにその資産運用報告に同封の投資主
の住所及び氏名等を記載した書面を各施設にご提示ください。

4 優待の利用期間 2017年5月31日まで
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投資主優待を受ける際には、この資産運用報告と指定の書面をお持ちください。

資 産 運 用 報 告
2016年3月1日～2016年8月31日

第          期

ヘルスケア関連施設への
投資を通じた社会貢献

健康長寿社会の実現と

投資主価値の最大化
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ご 挨 拶

健康長寿社会の実現と投資主価値の最大化

投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は、ジャパン・シニアリビング投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼

申し上げます。

本投資法人は、2015年7月29日に東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上

場し、このたび第2期（2016年3月1日～2016年8月31日）の決算を無事に迎え

ることができました。これもひとえに投資主の皆様のご支援の賜物であると認識

しており、心より感謝申し上げます。

さて、ここに本投資法人の2016年8月期（第2期）の運用状況と決算の概況に

つきましてご報告申し上げます。当期は、将来的な物件取得の可能性を確保する

ため、スポンサーであるケネディクス株式会社等との共同出資により匿名組合出

資持分を取得し、三大都市圏に所在のメディカル施設（介護老人保健施設）5物

件の優先交渉権を獲得しました。また、適切なモニタリングによるオペレーター

との中長期的な信頼関係を構築し、より一層の収益安定化を目指した結果、当期

の業績は営業収益980百万円、営業利益375百万円、経常利益303百万円、当期

純利益は302百万円となり、１口当たり分配金は3,573円となりました。

本投資法人は、今後ともORE戦略に基づく資産運用会社独自のネットワークとケネ

ディクス株式会社、株式会社長谷工コーポレーション、株式会社新生銀行、三菱UFJ信

託銀行株式会社、株式会社LIXILグループ及びSOMPOホールディングス株式会社６社のス

ポンサー・サポートを活用した多様なパイプラインによる外部成長機会及びヘルスケア関

連施設についての運用ノウハウ等を最大限に活かした運用戦略を推進していく所存です。

投資主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援・ご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。

資本市場とヘルスケア業界をつなぐ
担い手として
本投資法人は、資本市場とヘルスケア業界をつなぐ担い手として、

幅広くヘルスケア業界の成長を支援し、

本投資法人のステークホルダーである利用者、オペレーター、

投資主の満足度の最大化を追求することにより、社会に貢献します。

営業収益　

営業利益

経常利益

当期純利益

総資産額

純資産額

1口当たり
当期純利益

１口当たり
分配金
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投資法人の仕組み／
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投資主インフォメーション

ホームページのご紹介

投資主優待制度一覧

980 百万円

375 百万円

303 百万円

302 百万円

3,572 円

35,398百万円

15,834 百万円

3,500 円

3,500 円

3,573 円

第3 期予想分配金

第4 期予想分配金

第2期
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本投資法人は、有料老人ホーム・サービス付き
高齢者向け住宅等のシニアリビング施設や病

院・クリニックモール・介護老人保健施設等のメディ
カル施設を投資対象にしています。施設の運営事業者

（オペレーター）との賃貸借契約が固定賃料・一括借
り上げ・長期契約であることから稼働率は100%で賃
料収入が安定しており、その結果として分配金の「安
定性」が最大の特徴といえます。
また、一般的にリートの運用会社は投資主様の利益と
スポンサー会社の利益の均衡を図っていく必要があり
ますが、ヘルスケアリートはさらにもう1つのステー
クホルダーの利益を考える必要があります。それは

「社会の利益」ということで、この3つの利益の均衡
を考えることはヘルスケアリート固有のものといえま
しょう。「社会の利益」とは社会保障制度の一端を担
うオペレーターの利益や施設の利用者である高齢者等
の利益を意味します。
ヘルスケアリートは超高齢社会に対応する国や自治体
の政策及び社会のニーズに歩調を合わせながら長期的
な視点で成長を図っていく必要があると考えています。

マーケット環境につきましては、高齢者人口の
増加に伴い、ヘルスケア関連施設に対する需要

と供給の拡大傾向が続いていると認識しています。
そうした中、不動産投資市場におきましてはヘルスケ
ア施設に投資する投資家層や情報量は増加しており市
場の拡大が図られた一方、2014年頃から続いていた
売買価格の上昇に一服感がみられるようになりました。

事や改修工事の提案・協議などを行いました。
さらにオペレーターとの間で施設の運営方法・営業方
法についても提案・協議を継続し、オペレーターの事
業収益の安定化、ひいては本投資法人の賃料収入の安
定化を推し進めました。
こうした活動により、当期も引き続きポートフォリオ
全体で100.0%の稼働率（2016年1月～2016年6月ま
での6ヶ月間における平均入居率は86.7%）を維持す
ることができました。なお、当期末現在の保有施設数
は14物件、居室数は1,642室、総賃貸可能面積は
104,733.95㎡となっています。

当期の取り組みとしては、ORE戦略に基づきス
ポンサー等と共同でメディカル施設（介護老人

保健施設）5施設を裏付資産とする匿名組合出資持分
を取得（2016年3月28日付、2.0億円）し、最低購入
価格116.5億円での優先交渉権を獲得しました。
本投資法人にとって資産規模の拡大による外部成長は
重要な経営課題であると認識していますが、引き続き
独自のORE戦略に加えてスポンサー会社の機能を活用
しながら物件取得活動を積極的に推進してまいります。
当期においても数多くの物件情報を継続的に入手いた
しましたが、引き続きORE戦略に基づき、オペレー
ターやデベロッパーとともに新規施設の開発段階から
案件情報を入手し将来的な物件取得につなげるリレー
ションを構築する等多様な物件取得手法を駆使した外
部成長への取り組みを行います。

財務面におきましては、スポンサー会社をは
じめ国内の大手金融機関から幅広く資金調達

を行っています。当期中には新規上場時の短期借入
金10億円のリファイナンスを同額で実行しました。
長期借入金の140億円の返済期限は、2018年8月期

（第6期）以降であり、中長期的な物件保有方針に対
応し資金調達の安定性が確保されています。
当期末時点の主な財務指数は、LTV42.4%、長期固定
比率93.3%、平均借入残存期間3.8年と財務安定性を
維持することができました。引き続き、LTV40%台
を目安とし、中長期的に安定的な財務基盤の構築に努
めてまいります。

オペレーター業界におきましては小規模な事業者の参入
による裾野の拡大が続くとともに、大手中堅事業者の再
編・統合の動きが加速しています。本投資法人のスポン
サー会社であるSOMPOホールディングスグループ、長
谷工コーポレーショングループでも再編・統合が実施さ
れました。SOMPOホールディングス株式会社は再編に
より、ワタミの介護株式会社（現：SOMPOケアネクス
ト株式会社）及び株式会社メッセージ（現：SOMPOケ
アメッセージ株式会社）を含む4つの事業会社を傘下に
収め、高齢者住宅・介護施設の運営施設数で業界最大規
模に躍進しました。長谷工グループも新たな事業者を買
収し規模の拡大を図ると共にシニア事業を再編・統合し、
株式会社生活科学ホールディングスから株式会社長谷工
シニアホールディングスに商号変更しました。これらの
スポンサーの躍進は本投資法人の今後の成長の大きなサ
ポートになるものと期待されます。
また、資金調達環境におきましては新規の上場や増資が
活発に行われるとともに、マイナス金利導入以降も金融機
関の融資姿勢は積極的であり、好環境が継続しています。

ORE戦略（Operator Real Estate 戦略）とは、
本投資法人をオペレーターのビジネスパート

ナーと位置づけ、オペレーターの施設運営に関する
様々なソリューションを提供することにより、相互の
信頼関係を深めながら共に成長を図るという、本投資
法人の根幹をなす戦略です。
当期の取り組みとしては、保有施設及びオペレーター
に対して、適切なモニタリングを実施し中長期的な収
益性の予見と信頼関係の構築に努めたほか、モニタ
リング結果を踏まえた建物・設備の修繕の実施はもと
より、資産価値の維持・向上を図るための空調更新工

本投資法人はORE戦略及びスポンサーの多種多
様なサポートを軸に資産規模を拡大していくこ

とで、投資主価値の最大化を図り、投資主還元を充分
かつ安定的に行いたいと考えています。当期の1口当
たり分配金は、3,506円の予想に対して3,573円とす
ることができました。
本投資法人では投資主の皆様やそのご家族の方々の健康
長寿の実現に寄与することを目的とした優待制度を設け
ています。当期より新たに株式会社ニチイケアパレスが
加わり、投資主優待を利用できる施設数は全国384施
設とさらに充実しましたので、ぜひご利用ください。

本投資法人はヘルスケア業界と資本市場をつな
ぐ担い手として、ヘルスケア関連施設に対する

投資を通じて、健康長寿社会の実現に寄与していきた
いと考えています。
また、目指すヘルスケアリートの実現に向けては、引
き続き「普及」、「成長」、「創造」を3つの経営課題と
して認識しています。「普及」～ヘルスケアリートの
特徴を幅広く伝えることにより投資家層の拡大を図っ
てまいります。「成長」～ORE戦略によりパイプライ
ンの拡充を図るとともに多様な財務戦略の検討を行っ
てまいります。「創造」～中長期的な視点から社会の
ニーズに応えるため、高齢者住宅・介護施設の評価に
おける入居者の視点の導入、日本版CCRC（生涯活躍
のまち）の拡大、病院施設の流動化等新しいマーケッ
トの創造に意欲的に取り組んでまいります。
引き続き投資主価値の最大化に向けて、スポンサー会
社（ケネディクス、新生銀行、長谷工コーポレーション、
三菱UFJ信託銀行、LIXILグループ、SOMPOホールディン
グス）とともに一丸となって努めてまいりますので、
ご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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ヘルスケアリートとは、
どのようなリートなのでしょうか。

Q

A

当期のマーケット環境の変化について
教えてください。

Q

A

ORE戦略に基づく当期の取り組み
について教えてください。

Q

A

今後の成長に向けて、
どのような取り組みを考えていますか。

当期の分配金と投資主優待については
いかがでしょうか。

最後に投資主の皆様へ
メッセージをお願いします。

Q

A

財務状況について教えてください。

着実な成長を通じて
健康長寿社会の実現に
寄与してまいります。

ジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式会社

代表取締役社長 藤村 隆

トップインタビュー
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国の政策や社会のニーズと歩調を合わせた成長戦略

シニアリビング施設

メディカル施設

地域交流・多世代交流

アルファ恵庭駅西口再開発ビル

地方創生

コンパクトシティ

目利き力を活かしたオペレーターの選定

多様な物件取得手法による外部成長への取り組み

オペレーター
選定基準

経営理念

業歴・業容

財務信用力

本投資法人は、広域に事業展開している業界トップクラスの規模のオペレーターが

運営する施設に限らず、特定の地域において安定した事業基盤を有している当該地

域のトップクラスの実績を有する中堅クラスのオペレーターが運営する施設につい

ても選別投資を行うことを目指します。

また、上場企業や大企業の子会社のような盤石な財務体質や信用力を有するオペレー

ターに限らず、現状の収益力が低い場合でも、資産の健全性と経営の透明性があり、

成長性が見込まれると判断したオペレーターが運営する施設については、ORE戦略

に基づき本資産運用会社の目利き力を活かした選別投資を行う場合があります。

■ スポンサー（ケネディクス）等との共同出資により匿名組合出資持分を取得し、

三大都市圏に所在のメディカル施設（介護老人保健施設）5物件の優先交渉権を獲得

■ 2019年3月29日までに11,650百万円以上の価格で購入希望の通知を行うことにより、

運用資産の取得について優先的に営業者と交渉可能

■ 匿名組合の想定分配金利回りは、11.0%（注1）

本投資法人は、健康長寿社会の実現や、日本版CCRC、地方創生、地域交流・多世代交流、団地再生、コンパクトシ

ティなどの社会的ニーズに対応した投資により、成長と社会貢献の両立を目指しています。

日本経済再生本部内に設置された産業競争力会議における「医療・

介護等分科会」が公表した「産業競争力 医療・介護等分科会 中

間整理」の中で、今後、病院を対象とするヘルスケアリートの普及

を視野に入れた取り組みを進める必要がある、と記載されています。

政府も戦略としてシニアリビング施設やメディカル施設等のヘル

スケア関連施設の供給を後押しする施策を打ち出しており、本投

資法人は、メディカル施設に関する市場を、中長期的な成長が期

待されるマーケットであると考えており、今後法令やガイドライ

ン等に従い、病院を中心に投資対象として検討していく方針です。

オペレーターとのパートナーシップに基づく成長戦略（ORE戦略）

パートナーシップに基づく
ソリューションの提供

「ORE戦略」とは、ヘルスケア関連施設のオペレーターの持続的成長を実現するために、その運営する不動産（Operator 

Real Estate）の最有効活用及び新規施設の開業等の不動産の運用に関するソリューションの提供を行う戦略をいいます。

本投資法人は、オペレーターの資金調達ニーズやバランスシートのスリム化のニーズに対して、資産保有機能に

より施設のセール・アンド・リースバックの機会を提供し、また、新規施設の開発ニーズに対しては、本資産運

用会社が有する知見・ノウハウやスポンサー会社の開発機能等を活用した開発ソリューションを提供するなど、

オペレーターに対する様々なソリューション・サポートの提供を目指しています。

■ 事業の拡大や効率化
■ 所有と運営の分離による

運営への特化

■ 資金調達手段の多様化
■ バランスシートのスリム化
■ 不動産保有リスクの回避

オペレーターのニーズ

本投資法人・本資産運用会社の機能 スポンサー会社の機能

■ 長期安定的な施設の保有
■ 的確な施設のメインテナンス
■ 経営への理解に基づく信頼関係

■ 新規施設開発の支援
■ M&A等の情報提供
■ 営業の支援・改善提案

■ 新規施設開発の支援
■ 資金調達の支援

■ 営業の支援・改善提案
■ 建物・設備のメインテナンス

新規開発

ORE戦略

外部成長戦略

建物の耐震性が
不明である病院数

1,955件

全ての建物
に耐震性が
ある病院数
5,687件

67%

23%

8.6%

一部の建物
に耐震性が
ある病院数

729件

病院の
耐震化率

（2014年9月1日現在）

1.4%

全ての建物に
耐震性がない病院数

122件

アクティバ琵琶

日本版CCRC

ジョイステージ八王子

日本版CCRC

ゆいま〜る聖ヶ丘

団地再生

地域交流・多世代交流

日本版CCRC

天

日本版CCRC

  セール・アンド・
リースバック

合同会社KSLF8 匿名組合出資持分の運用資産

優先交渉権の
最低購入価格

116.5億円

鑑定評価額合計

123.2億円

鑑定NOI利回り(注2)

5.1%

平均築年数(注4)

7.7年

平均入居率

78.6%

物件名 カネディアンヒル アネシス兵庫 オラージュ須磨 ロココリハ アネシス寺田町
所在地 兵庫県神戸市 兵庫県神戸市 兵庫県神戸市 大阪府豊中市 大阪府大阪市
建築時期 2002年1月 2005年9月 2010年9月 2011年4月 2010年10月
鑑定評価額 （百万円） 1,950 1,490 2,950 2,200 3,730

施設規模 （定員数） 115 100 140
（うちサ高住：40） 100 250

（うち介護付有料老人ホーム：100）

鑑定NOI （百万円） 95 75 152 114 189
鑑定NOI/
鑑定評価額（％） 4.9 5.1 5.2 5.2 5.1

入居率 （％）（注3） 98.3 86.0 77.1 89.0 63.2

（注１）‌�想定分配金利回りは、本匿名組合出資持分取得日時点におけるテナント契約内容に変動がないものとし、本合同会社が本信託受益権を3年間運用した場合において、本
投資法人が受け取る想定匿名組合分配金の合計額を、取得価格の200百万円で除したうえで年換算して算出しています（小数第2位を四捨五入）。

（注２）「鑑定NOI利回り」は、2016年1月1日時点の鑑定評価書に記載された鑑定NOIの合計を鑑定評価額の合計で除して算出しています。
（注３）‌�「入居率」は、2016年7月末時点の介護老人保健施設の他、サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）、介護付有料老人ホームがある場合は、それら施設の定員数を含め

て算出しています。
（注４）平均築年数は、各物件の築年数を鑑定評価額で加重平均して算出しています（小数第2位を四捨五入）。
（注５)  当該運用資産のオペレーターは、医療法人社団甲有会です。
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■賃料水準の維持・向上

■投資主優待制度の拡充
■修繕負担区分見直しの協議、メインテナンスの実施
■契約内容にモニタリング条項の追加

内部成長戦略

賃料固定型の長期賃貸借契約による安定したキャッシュ・フロー 資産価値の維持・向上に向けた取り組み

ポートフォリオの運営状況について

本投資法人は、ヘルスケア関連施設では、賃料固定型の長期賃貸借契約を締結する強いニーズがオペレーターに存

在することから、ヘルスケア関連施設の賃料は他の不動産に比較して経済情勢や景気の変動の影響を受けにくい性

質があると考えています。本投資法人は、運営実績のあるオペレーターを選定のうえ、原則としてオペレーターと

賃料固定型の長期賃貸借契約を締結することで安定したキャッシュ・フローの実現を図ります。

（注1）第2期（2016年8月期）末時点の数値であり、各比率は取得価格に基づき算出しています。
（注2）取得資産に複数のテナントが存在する場合には、当該取得資産の主たるテナントであるオペレーターとの賃貸借契約に基づいて算出しています。

（注1）‌�「売上高」は、2016年3月31日時点の情報を記入しています。但し、株式会社エヌエムライフは2015年12月31日時点、長谷川介護サービス株式会社は2015年9月30
日時点、株式会社エクセレントケアシステムは2015年7月31日、有限会社シルバータウンは2015年8月31日時点の情報を記載しています。

（注2）‌�「運営施設数」、「定員数または居室数」は、2016年6月30日時点の情報を記載しています。但し、SOMPOケアネクスト株式会社は2016年8月31日時点、有限会社シルバー
タウンは、2015年12月31日時点の情報を記載しています。

（注3）株式会社ニチイケアパレスの「売上高」は、オペレーターの承諾を得られていないため非開示としています。

（注1）‌�「入居率」、「売上高」、「入退去者数」は、オペレーターからの提出資料に基づき記載しています。但し、「グランダ門戸厄神」はオペレーターの承諾が得られていないた
め非開示とし、全ての数値に含まれておりません。なお「売上高」は、「グランダ門戸厄神」を除いた各シニアリビング施設の売上高を合算した金額を記載しています。

（注2） 「入居率」は、ポートフォリオにおける入居者数の合計を居室数の合計で除し、小数第2位を四捨五入して記載しています。
（注3） 2016年1月から6月の6ヶ月間における入居率の単純平均を記載しています。
（注4） 2016年1月から6月の6ヶ月間における、「新規入居者数」及び「退去者数」の合計を定員数の合計で除した値を年換算して記載しています。
（注5） 「平均要介護度」及び「平均年齢」は、オペレーターからの提出資料に基づき2016年6月末時点の数値を記載しています。

● オペレーターの経営破たん時
のリプレイス

本投資法人の運用スキーム

ステップイン

リプレイス● 高い入居率と競争力の維持
● 資産価値の維持・向上
● 運営に関する改善策の提案、M&A情報の提供

通常 第2期(16/8期）
実績

オペレーター及び施設訪問頻度 空調更新工事
オペレーター
施設 空調更新工事、トイレ増設工事、

二重サッシ化工事
中央監視盤更新工事等

平均2回
平均3回

6ヶ月に1回程度 2百万円

オペレーターとの
リレーション強化

70百万円
当期

第3期(17/2期)
計画

● セール・アンド・リースバック
● 新規開発

ORE戦略の実践

● 原因の分析と改善策の
協議・実行

● 敷金積み増し
● バックアップオペレーター

の選定

■ モニタリングによる修繕・改修の提案、運営・営業方法の提案・協議を継続し、ポートフォリオの売上高は安定的に推移

■ 入居率については、一部の施設で退去者数が入居者数を上回った影響で若干の低下

No オペレーター名 設立年月日 売上高
   （百万円）（注1）

運営施設数
    （施設）（注2）

定員数または
    居室数（注2） 上場／非上場

1 株式会社ユニマット
リタイアメント・コミュニティ

1975年
6月2日 44,972 153 定員数    （4,668）

居室数    （4,398）
東京証券取引所
JASDAQ市場上場会社

2 株式会社
ニチイケアパレス

1964年
6月22日 非開示（注3） 70 定員数    （4,553）

居室数    （4,439）
東京証券取引所市場第一部上場の
株式会社ニチイ学館の連結子会社

3 株式会社エヌエムライフ 1995年
10月5日 895 1 定員数       （263）

居室数       （232） 非上場会社

4 長谷川介護サービス
株式会社

2006年
11月1日 14,047 114 定員数    （6,211）

居室数    （6,198） 非上場会社

5 社会福祉法人ノテ福祉会 1983年
6月13日 5,814 41 定員数    （1,461）

居室数       （792） 非上場法人

6 SOMPOケアネクスト
株式会社

1992年
11月11日 35,535 116 定員数    （8,769）

居室数    （8,507）
東京証券取引所市場第一部上場の
SOMPOホールディングス株式会社子会社

7 株式会社
ベネッセスタイルケア

1995年
9月7日 93,601 295 定員数（16,381）

居室数（15,796）
東京証券取引所市場第一部上場の株式会
社ベネッセホールディングスの連結子会社

8 株式会社
コミュニティネット

1998年
6月24日 1,370 9 定員数       （869）

居室数       （455） 非上場会社

9 株式会社さわやか倶楽部 2004年
12月1日 13,195 66 定員数    （4,043）

居室数    （4,010）
東京証券取引所市場第一部上場の株式会社
ウチヤマホールディングスの連結子会社

10 株式会社エクセレント
ケアシステム

2004年
8月2日 2,590 37 定員数    （1,238）

居室数    （1,042） 非上場会社

11 有限会社シルバータウン 2002年
2月25日 155 3 定員数       （188）

居室数       （178） 非上場会社

平均賃貸借
契約期間 23.6年

平均残存
契約期間 17.0年

固定賃料
比率 100.0%

29.1%

20年以上
6件

19.3%

15年以上
20年未満
3件

42.7%

8.9%

10年以上
15年未満

4件

5年以上
10年未満

1件

賃貸借契約
期間別比率

固定賃料比率残存賃貸借
契約期間別比率

100.0%
20年以上

100.0%

固定賃料
比率

入居率と売上高の推移（2016年1月～6月） 入退去者数の推移（2016年1月～6月）

平均
入居率（注3）

新規
入居率（注4） 

平均
要介護度（注5） 

平均
年齢（注5） 退去率（注4）86.7% 11.5% 16.8% 85.0歳1.7

6月5月4月3月2月1月

528 513 526 525 517 495

87.5 87.2 86.8 86.4 86.3 86.0

6月5月4月3月2月1月

8

△23
△19 △31 △29 △20 △24

15 21 22 16 18

売上高（百万円） 入居率（%） 入居者数（人） 入居者数－退去者数退去者数（人）

運営上問題が
発生した場合

戦略的な追加投資
（CAPEXの有効活用）

適切な
メインテナンス

改善策の提案

モニタリング

第2期(16/8期）のモニタリング実績 戦略的な追加投資の事例

● 定期的な施設訪問、運用報告による状況把握、実査等
● マネジメントインタビュー等の実施

賃料水準の維持・向上
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ポートフォリオマップ ポートフォリオ一覧

物件
番号 物件名称 所在地 取得価格（注1）

（百万円）
投資比率（注2）

（%）  建築時期（注3） 賃貸可能面積（注4）

（㎡）
居室数
（定員） オペレーター

ジョイステージ
八王子（注5）

東京都
八王子市 3,675 13.1 1995年

10月31日 13,812.27 232
（263）

株式会社
エヌエムライフ

ニチイホーム
たまプラーザ

神奈川県
川崎市 2,500 8.9 1992年

3月19日 8,208.65 160
（164）

株式会社
ニチイケアパレス

ニチイホーム
中野南台

東京都
中野区 1,740 6.2 1992年

6月25日 3,339.00 83
（83）

株式会社
ニチイケアパレス

ゆいま～る聖ヶ丘 東京都
多摩市 1,175 4.2 2011年

11月15日 4,385.53 70
（109）

株式会社
コミュニティネット

イリーゼ蒲田･
悠生苑

東京都
大田区 1,100 3.9 2007年

6月8日 2,086.40 48
（55）

長谷川介護サービス
株式会社

アクティバ琵琶（注6） 滋賀県
大津市 6,940 24.8 1987年

7月15日 39,649.84 384
（445）

株式会社ユニマット
リタイアメント・
コミュニティ

SOMPOケア
ラヴィーレ神戸垂水（注7）

兵庫県
神戸市 1,900 6.8 2010年

3月3日 4,493.35 100
（100）

SOMPOケアネクスト
株式会社

グランダ門戸厄神 兵庫県
西宮市 1,180 4.2 2014年

7月18日 3,307.44 62
（63）

株式会社
ベネッセスタイルケア

エクセレント西宮 兵庫県
西宮市 750 2.7 2010年

2月8日 2,685.48 67
（70）

株式会社エクセレント
ケアシステム

天 北海道
札幌市 2,285 8.2 2007年

9月5日 6,473.60 85
（89）

社会福祉法人
ノテ福祉会

イリーゼ西岡 北海道
札幌市 800 2.9 2014年

5月9日 3,140.27 83
（83）

長谷川介護サービス
株式会社

さわやか桜弐番館 秋田県
秋田市 960 3.4 2011年

9月30日 3,628.51 92
（92）

株式会社
さわやか倶楽部

アルファ恵庭駅
西口再開発ビル

北海道
恵庭市 1,600 5.7 2015年

1月28日 5,343.33 73
（73）

長谷川介護サービス
株式会社

グランヒルズ
おがわらこ

青森県
上北郡 1,360 4.9 2007年

3月23日 4,180.28 103
（107）

有限会社
シルバータウン

合計 27,965 100.0 104,733.95 1,642

（注1）‌�「取得価格」は、各保有資産に係る売買契約に記載された売買代金額を百万円未満を切り捨てて記載しており、消費税、地方消費税及び取得に要する諸費用は含まれていません。
（注2）‌�「投資比率」は、取得価格の合計に対する当該各保有資産の取得価格の比率をいい、小数第2位を四捨五入して記載しています。
（注3）‌�「建築時期」は、主たる建物の登記簿上の新築年月日を記載しています。
（注4）‌�「賃貸可能面積」は、各取得資産について、有効な賃貸借契約書に基づいて記載しています。
（注5）‌�ジョイステージ八王子は、2003年5月23日に増築を行っています。
（注6）‌�アクティバ琵琶は、レジデンス棟の建築時期を記載しています。なお、ケアセンター棟の建築時期は1987年8月31日、ケアレジデンス棟の建築時期は2007年8月1日です。

また、レジデンス棟は、1987年12月2日に増築、1992年6月2日に変更及び増築を行っています。
（注7）‌�「レストヴィラ神戸垂水」は、2016年4月1日より「SOMPOケア ラヴィーレ神戸垂水」に名称を変更しています。

S-1

S-1
S-2 S-2S-3

S-3

S-4

S-4
S-5 S-5

S-9

S-9

S-6

S-6

S-10

S-10

S-13

S-13

S-7

S-7

S-11 S-11

S-14 S-14

S-8 S-8

S-12

S-12

施設タイプの分散1 オペレーターの分散2 地域の分散3 規模の分散4 要介護度の分散（注3）5
(注1)「三大都市圏」とは、東京圏、大阪圏及び名古屋

圏をいい、「中核都市圏」とは、三大都市圏以外
の政令指定都市、中核市及び特例市をいいます。

(注2) 左記 1 から 4 における分散の各比率は、取得
価格に基づき算出しています。

(注3)「要介護度の分散」は、入居者数の合計に対する
要支援・要介護度別の各入居者数の比率を記載
しています。「平均要介護度」は、重要事項説
明書に記載された介護度別入居者数に、自立は
0、要支援1は0.375、要支援２は1、要介護1か
ら5はそれぞれ1から5までを、それぞれ乗じた
合計を入居者数の合計で除した値を記載してい
ます。なお、データは重要事項説明書または
各オペレーターからの提出資料に記載の数値に
基づいて算出しております。

サービス付き
高齢者向け住宅

住宅型有料
老人ホーム

介護付有料
老人ホーム

施設タイプ別
比率

78.1%

17.0%

4.9%

（株）エクセレントケアシステム

（株）さわやか倶楽部

（株）コミュニティネット

（株）ベネッセスタイルケア

（有）シルバータウン

SOMPOケアネクスト（株）

（福）ノテ福祉会

長谷川介護サービス（株） （株）エヌエムライフ

（株）ニチイケアパレス

（株）ユニマット
リタイアメント・
コミュニティ

オペレーター
の分散状況

24.8%

15.2%

13.1%12.5%

8.2%

6.8%

4.9%

4.2%

4.2%

3.4%

2.7%
その他2,960百万円

中核都市圏
4,045百万円

三大都市圏及び
中核都市圏比率 大阪圏

10,770百万円

東京圏
10,190百万円

地域別比率

36.4%

38.5%

14.5%

89.4%

10.6%

三大都市圏
比率

75.0%

5億円以上
10億円未満
3物件2,510百万円

10億円以上
20億円未満
7物件10,055百万円

20億円以上
30億円未満
2物件4,785百万円

30億円以上
50億円未満
1物件
3,675百万円

50億円以上
1物件
6,940百万円

規模別比率

24.8%

13.1%

17.1%36.0%

9.0%

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

自立

平均要介護度
1.7

22.2%

11.2%

4.8%

19.6%

13.1%

10.0%

12.3%
6.8%

S-9

S-6

S-10
S-13

S-7

S-11

S-14

S-8

S-12

S-1 S-5

S-3

S-4
S-2

（2016年8月31日現在）

9 10



財務戦略

基本方針

内部留保の有効活用

有利子負債の状況

有利子負債サマリー

本投資法人は、中長期的な収益の維持・向上を目的とし、安定的かつ健全な財務基盤を構築することを

基本方針とします。

本投資法人は、減価償却費相当額の内部留保について、以下の施策等により有効活用します。

新規取得物件の取得資金の一部への充当を通じたポートフォリオの収益力の向上

修繕や資本的支出への活用を通じた保有施設の競争力強化

借入金の返済資金の一部への充当を通じた金利コストの削減

利益超過分配による安定的な分配金額の確保（注）

資金の借入れ及び投資法人債の発行に際しては、資金調達の機動性と財務の安定性のバラ
ンスに配慮した資金調達を行います。デット・ファイナンス

新投資口の発行は、運用資産の規模と価値の成長を目的として、既存投資主の権利の希薄
化及びそれに伴う投資口の取引価格の低下等に配慮しつつ、新たに取得する不動産関連資
産の取得時期等を総合的に勘案して機動的に行います。

エクイティファイナンス

LTVの水準は65%を上限とし、資金余力の確保に留意した機動的、かつ、きめ細やかなレ
バレッジコントロールを行います。LTVの水準

1

2

3

4

2016年8月31日現在

15,000百万円

3.8年

0.92%

93.3%

42.4%

借入金
平均残存借入期間
平均借入金利（注1）

長期借入金比率
LTV（注2）

（注）現在、利益超過分配は行っておりません。

（注1）‌�基準金利及びスプレッドならびに年率換算したアップフロントフィー
料率を加算した数値の小数第3位を四捨五入して記載しています。

（注2）‌�LTVは総資産額に対する有利子負債残高の割合をいい、小数第2位
を四捨五入して記載しています。

93.3%
固定

6.7%
変動

変動・固定比率

新生銀行
三井住友銀行
三菱UFJ信託銀行
みずほ銀行
損害保険ジャパン日本興亜
りそな銀行
みずほ信託銀行
日本生命保険

借入先 （百万円） （%）
借入金残高 比率

4,350
4,350
2,500
1,300
1,000
500
500
500

15,000

29.0
29.0
16.7
8.7
6.7
3.3
3.3
3.3

借入先の
分散状況

合 計

スポンサー・サポート契約の概要

ケネディクス
株式会社

株式会社
新生銀行

株式会社長谷工
コーポレーション

三菱UFJ信託
銀行株式会社

株式会社
LIXILグループ

SOMPO
ホールディングス

株式会社

優先交渉権 ● ● ● ●
開 発 ● ●

情報提供 ● ● ● ● ● ●
ウェアハウジング ●
リノベーション・
メインテナンス ● ●

人的サポート又は
ノウハウの提供 ● ● ● ● ●

バックアップ
オペレーター ● ● ●

財 務 ● ● ●

出資比率 60%

出資比率 5%

出資比率 5%

出資比率 5%

出資比率 20%

本投資法人は、スポンサー会社との間でスポンサー・サポート契約を締結しており、これによって継続的かつ安

定的な外部成長を強力に推進するパイプラインを供給する体制を構築できていると考えています。

東証一部上場
上場6投資法人（注）のスポンサー実績

不動産仲介・不動産管理処分
信託で国内トップクラスの実績

ヘルスケア・ファイナンスへの
先端的取り組み
確かなリスク分析力と
リスクマネジメント力

株式会社LIXILシニアライフカンパ
ニー（注）でシニアリビング施設を運営

子会社の株式会社生活科学運営、
株式会社センチュリーライフ、
株式会社ふるさとでシニア事業を展開

傘下にSOMPOケアネクスト株式会社
及びSOMPOケアメッセージ株式会社
を有する。シニアリビング居室数業界
トップシェア

出資比率 5%（注）

（注）‌�本投資法人を含みます。

（注）‌�SOMPOホールディングスの子会社である
損害保険ジャパン日本興亜株式会社の出資
比率を記載しています。

（注）‌�株式会社LIXILグループの子会社である株式
会社LIXILの社内カンパニーです。

実績豊富な６社による多様なサポート （2016年8月31日現在）
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Ⅰ．資 産 運 用 報 告

（注１）  ‌�本投資法人の営業期間は、毎年3月1日から8月末日まで及び9月1日から翌年2月末日までの各6ヶ月間ですが、第1期営業期間は本投資法人設立の日（平成
27年5月12日）から平成28年2月29日までです。

（注２）  特に記載のない限り、記載未満の数値は切り捨てて、比率は小数第2位を四捨五入して記載しています。
（注３）  記載した指標は以下の方法により算定しています。

（注４）  ‌�本投資法人の第1期営業期間は平成27年5月12日から平成28年2月29日までの294日間ですが、実質的な資産運用期間は、平成27年7月29日から平成
28年2月29日までの216日間です。第1期営業期間の年換算値は実質的な資産運用日数である216日に基づいて算出しています。

（注５）  ‌�各期末現在有効な各保有資産に係る各賃貸借契約に表示された各物件の賃貸借契約上のテナント数の合計を記載しています。なお「テナント」とは、本投資
法人又は信託受託者との間で賃貸借契約を締結している相手方をいいます。以下同じです。

配当性向
1口当たり分配金÷1口当たり当期純利益×100
ただし、第1期は、期中に新投資口の発行を行ったことにより、期中の投資口数に変動が生じているた
め、次の算式により算出しています。
分配金総額（利益超過分配金は含みません。）÷当期純利益×100

総資産経常利益率
経常利益÷{（期首総資産額+期末総資産額）÷2}×100
なお、第1期の期首総資産額は、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日（平成27年7月29日）時
点の総資産額を使用しています。

自己資本利益率
当期純利益÷{（期首純資産額+期末純資産額）÷2}×100
なお、第1期の期首純資産額は、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日（平成27年7月29日）時
点の純資産額を使用しています。

自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100
総資産有利子負債比率 期末有利子負債額÷期末総資産額×100
期末稼働率 期末賃貸面積÷期末賃貸可能面積×100
賃貸NOI（Net Operating Income） 賃貸事業収益－賃貸事業費用＋減価償却費
FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費
1口当たりFFO （当期純利益＋減価償却費）÷発行済投資口の総口数

（1） 投資法人の主な推移
　ジャパン・シニアリビング投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、投資信託及び投資法人に関する法律

（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、ジャパン・シニア
リビング・パートナーズ株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として、平成27年5月12日
に出資金200百万円（1,000口）で設立され、平成27年5月29日に投信法第187条に基づく関東財務局への登録
が完了しました（登録番号関東財務局長第102号）。その後、本投資法人は、平成27年7月28日を払込期日として
公募による新投資口の発行（83,750口）を実施し、平成27年7月29日に株式会社東京証券取引所（以下「東京証
券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場に上場しました（銘柄コード3460）。これらにより、当期末（平
成28年8月31日をいいます。以下同じです。）現在での発行済投資口の総口数は84,750口となっています。
　本投資法人は、資本市場とヘルスケア業界をつなぐ担い手として、幅広くヘルスケア業界の成長を支援し、本投資
法人のステークホルダーである利用者、オペレーター（注1）、投資主の満足度の最大化を追求することにより、社会
に貢献することを理念としています。また、シニアリビング施設を中心とするヘルスケア関連施設（注2）に対して、
投資、融資及びオペレーションをはじめとする各種サービスを提供してきた実績が豊富なケネディクス株式会社、株式
会社新生銀行、株式会社長谷工コーポレーション、三菱UFJ信託銀行株式会社、株式会社LIXILグループ及び損害
保険ジャパン日本興亜株式会社の親会社である損保ジャパン日本興亜ホールディングス株式会社（注3）（以下、総称
して又は個別に「スポンサー会社」といいます。）をスポンサーとする本資産運用会社にその資産運用を委託し、社
会的インフラとなるヘルスケア関連施設に特化したポートフォリオを構築し、安定的な運用を行うことにより、投資主価
値の最大化を図ります。

（注１）  ‌�「オペレーター」とは、ヘルスケア関連施設を運営する運営事業者をいいます。以下同じです。

（注2）  ‌�「ヘルスケア関連施設」とは、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等を含む「シニアリビング施設」、並びに、病院、診療所、医療モール及び介
護老人保健施設を含む「メディカル施設」を総称していいます。以下同じです。

（注3）  ‌�損保ジャパン日本興亜ホールディングス株式会社は、平成28年10月1日付で、「SOMPOホールディングス株式会社」に商号を変更しています。以下同じです。

（2） 投資環境と運用実績
①投資環境
　厚生労働省が平成28年6月に公表した「平成26年度　介護保険事業状況報告（年報）」によると、要支援・要介
護の認定者は、平成26年度末時点で前年度より22万人増えて606万人となり、これまでで最も多くなっています。こ
のように要介護認定者数は年々増加の一途をたどっており、シニアリビング施設に対する需要は引き続き拡大傾向にあ
ると本投資法人は考えています。
　一方で、オペレーターの業界再編も引き続き活発に行われています。本投資法人のスポンサーにおいては、損保
ジャパン日本興亜ホールディングス株式会社が、ワタミの介護株式会社（現商号：SOMPOケアネクスト株式会社）及
び株式会社メッセージ（現商号：SOMPOケアメッセージ株式会社）を子会社化したことに続き、平成28年7月に同
子会社などの経営管理・経営指導を担う「SOMPOケア株式会社」を設立しました。また、株式会社長谷工コーポ
レーションは、グループ内のシニア事業を再編し、株式会社生活科学ホールディングスを平成28年4月に「株式会社
長谷工シニアホールディングス」に商号変更し、株式会社センチュリーライフ及び株式会社生活科学運営を傘下に連
ね、更に同年6月には神奈川県横浜市と川崎市でデイサービスを中心とする認知症専門の地域密着型サービス事業者
である「株式会社ふるさと」を買収しました。
　また、ヘルスケア関連施設の売買市場については、引き続き上場不動産投資法人（J-REIT）、一般事業会社及び
プライベートファンド等による物件取得の動きが見られ、市場参加者の裾野は着実に広がり、取引量についても増加の
傾向にあると考えています。

期　別 単　位
第 1 期

自 平成27年5月12日
至 平成28年2月29日

第 2 期
自 平成28年3月 1 日
至 平成28年8月31日

営業収益 百万円 1,152 980
　（うち賃貸事業収入） 百万円 1,152 974
営業費用 百万円 650 604
　（うち賃貸事業費用） 百万円 465 427
営業利益 百万円 502 375
経常利益 百万円 214 303
当期純利益 百万円 212 302
総資産額 百万円 35,283 35,398
　（対前期比） ％ ー 0.3
純資産額 百万円 15,744 15,834
　（対前期比） ％ ー 0.6
有利子負債額 百万円 15,000 15,000
　（対前期比） ％ ー ー
出資総額 百万円 15,531 15,531
　（対前期比） ％ ー ー
発行済投資口の総口数 口 84,750 84,750
1口当たり純資産額 円 185,774 186,838
分配金総額 百万円 212 302
1口当たり分配金 円 2,509 3,573
　（うち1口当たり利益分配金） 円 2,509 3,573
　（うち1口当たり利益超過分配金） 円 ー ー
配当性向� （注3） ％ 100.0 100.0
総資産経常利益率� （注3） ％ 0.6 0.9
　（年換算値）� （注4） ％ （1.0） （1.7）
自己資本利益率� （注3） ％ 1.4 1.9
　（年換算値）� （注4） ％ （2.3） （3.8）
自己資本比率� （注3） ％ 44.6 44.7
　（対前期増減） ％ （ー） （0.1）
総資産有利子負債比率� （注3） ％ 42.5 42.4
　（対前期増減） ％ （ー） （△0.1）
[その他参考情報]
投資物件数 件 14 14
テナント数� （注5） 件 17 17
運用日数� （注4） 日 216 184
総賃貸可能面積 ㎡ 104,733.95 104,733.95
期末稼働率� （注3） ％ 100.0 100.0
減価償却費 百万円 405 303
資本的支出額 百万円 5 2
賃貸NOI（Net Operating Income）� （注3） 百万円 1,092 850
FFO（Funds from Operation）� （注3） 百万円 617 606
１口当たりFFO� （注3） 円 7,291 7,156

投資法人の運用状況等の推移1 当期の資産の運用の経過2

資産運用の概況
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②運用実績
　当期においては、平成28年3月28日付で不動産（5物件）を信託財産とする信託受益権（以下「運用資産」とい
います。）を運用資産とする匿名組合出資持分（注1）200百万円（出資総額の約4.4％）を取得しました。これに伴
い、本投資法人は、当該運用資産の取得に係る優先交渉権（注2）を獲得しています。対象となる不動産は、いずれ
も、本投資法人においてメディカル施設に分類する介護老人保健施設（注3）です。当該施設のオペレーターである
医療法人社団甲有会は、医療から介護・ケアまでを一貫して手がけることを強みとして、阪神間において介護老人保健
施設、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅等、幅広く質の高い高齢者介護サービスを提供しています。
　なお、当期においては、新たな施設の取得・譲渡は行っておらず、当期末現在の保有施設数は14物件、居室数は
1,642室、総賃貸可能面積は104,733.95㎡、全物件において稼働率は100.0％となっています。
　また、既存物件の運用にあたっては、当期はオペレーターとの良好なリレーションを通じて、資産区分及び修繕区分
の標準化、運営に関するモニタリング条項の拡充並びに投資優待制度の拡充等に取り組みました。

（注１）  「匿名組合出資持分」は、合同会社KSLF8を営業者とする匿名組合出資持分です。以下同じです。
（注２）  優先交渉権の概要

　平成28年3月29日から平成31年3月29日までの間（以下、本②において「優先交渉期間」といいます。）に当該匿名組合の営業者（以下、本②において
「営業者」といいます。）に対して希望する売買実行日及び購入希望価格（営業者との間で合意した最低購入価格11,650百万円以上の価格）を記載した書
面により信託対象不動産等の購入希望の通知を行うことで、優先的に信託対象不動産等の取得に関する交渉を営業者との間で行うことができます。
　また、優先交渉期間経過後平成32年3月29日までの間又は一定事由が発生した場合、営業者は、原則として、第三者に対して信託対象不動産等の売却等
を行うことができます。この場合、営業者は第三者に対して売却を実行する以前において、本投資法人に対して、第三者に対する売買価格等の条件を通知す
るものとされており、当該通知を本投資法人が受領した後一定期間内に、本投資法人が、当該売買価格等の条件を上回ると営業者が合理的に判断した条件で
買い受ける旨の購入希望通知を提出した場合には、原則として、本投資法人に売却を行なうものとされています。
　なお、当該優先交渉権は、本投資法人が権利として有するものであり、信託対象不動産等を購入する義務を負うものではありません。

（注3）  ‌�「介護老人保健施設」とは、要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日
常生活上の世話を行うことを目的とする施設として、都道府県知事の許可を受けたもの（介護保険法（平成9年法律第123号。その後の改正を含みます。）
第8条第28項）をいいます。以下同じです。

（3） 資金調達の概要
　本投資法人は、安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針とし、中長期的な収益の維持・向上を目的と
する機動性と財務の安定性のバランスに配慮した資金調達を行います。
　当期においては、返済期日が到来した借入金1,000百万円の返済資金に充当するため同額の借入れを行いました。
　当期末現在の本投資法人の出資総額は15,531百万円、発行済投資口の総口数は84,750口、有利子負債総額は
15,000百万円となっています。

（4） 業績及び分配の概要
　上記運用の結果、当期の業績は営業収益980百万円、営業利益375百万円、経常利益303百万円、当期純利益
302百万円となりました。分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針に基づき、投資法人の税制の
特例（租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。以下「租税特別措置法」といいます。））
第67条の15を適用し、当期未処分利益のうち発行済投資口の総口数84,750口の整数倍の最大値の302,811,750
円を分配することとしました。この結果、投資口1口当たりの分配金は3,573円となりました。

増資等の状況３

　本投資法人の設立以降平成28年8月31日までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は、以下のとおりです。

年月日 摘　要
発行済投資口の総口数　（口） 出資総額（百万円）

備　考
増　減 残　高 増　減 残　高

平成27年５月12日 私募設立 1,000 1,000 200 200 （注１）

平成27年７月28日 公募増資 83,750 84,750 15,331 15,531 （注２）

（注１）  １口当たり発行価格200,000円にて本投資法人を設立しました。
（注２）  １口当たり発行価格190,000円（発行価額183,065円）にて特定資産の取得資金の調達を目的として、公募により新投資口を発行しました。

分配金等の実績4

　当期の分配金は、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入さ
れることを企図して、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配するこ
ととし、この結果、投資口１口当たりの分配金は3,573円となりました。

期　別
第１期

自 平成27年５月12日
至 平成28年２月29日

第２期
自 平成28年３月 1 日
至 平成28年８月31日

当期未処分利益総額 （千円） 212,691 302,846
利益留保額 （千円） 53 35
金銭の分配金総額 （千円） 212,637 302,811
　（１口当たり分配金） （円） （2,509） （3,573）
うち利益分配金総額 （千円） 212,637 302,811
　（１口当たり利益分配金） （円） （2,509） （3,573）
うち出資払戻総額 （千円） ー －
　（１口当たり出資払戻額） （円） （ー） （－）
出資払戻総額のうち一時差異等調整引当額からの分配金総額 （千円） ー －
　（１口当たり出資払戻額のうち１口当たり一時差異等調整引当額分配金） （円） （ー） （－）
出資払戻総額のうち税法上の出資等減少分配からの分配金総額 （千円） ー －
　（１口当たり出資払戻額のうち税法上の出資等減少分配からの分配金） （円） （ー） （－）

【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）
は以下のとおりです。

期　別
第１期

自 平成27年５月12日
至 平成28年２月29日

第２期
自 平成28年３月 1 日
至 平成28年８月31日

最高（円） 182,100 166,400
最低（円） 127,900 139,900

（注）  本投資法人の投資証券が東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場されたのは平成27年7月29日です。

（1） 投資環境
　国立社会保障・人口問題研究所の「『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』（2014年4月推計）」による
と、本投資法人が投資対象の中心としている三大都市圏（注）における世帯主の年齢が65歳以上の世帯（以下「65
歳以上世帯」といいます。）の数は、 平成22年には8,212千世帯でしたが、 平成47年には10,876千世帯へと
32.4%増加するものと予想されています。一方、三大都市圏以外の地域における65歳以上世帯は同期間で16.9%
増加するものと予想されており、三大都市圏の増加率が全国平均を上回ることが見て取れます。そのうち、三大都市
圏における単身高齢者については、平成22年には2,626千世帯でしたが、平成47年には4,261千世帯と62.3%の
増加が見込まれるなど、今後単身高齢者が増加するものと予想されています。
　一方、有料老人ホームの定員数は、厚生労働省の「有料老人ホームの届出状況の推移」によると、平成25年7月
時点において349,975人と、毎年増加を続けています。また、サービス付き高齢者向け住宅の居室数は、一般社団
法人すまいづくりまちづくりセンター連合会のサービス付き高齢者向け住宅情報提供システム公表の「サービス付き高
齢者向け住宅の登録状況（平成28年9月末時点）」によると、平成28年9月時点において206,929戸と、同じく増
加の一途をたどっています。本投資法人は、単身高齢者がホスピタリティーサービス、介護サービス及び医療サービ

今後の運用方針及び対処すべき課題5
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スの充実したシニアリビング施設を求める傾向があると考えており、特に三大都市圏においては、この様なシニアリビ
ング施設に対する新規開発ニーズが今後も更に高まるものと考えています。
　また、メディカル施設においては、平成27年6月26日に国土交通省より「病院不動産を対象とするリートに係るガイ
ドライン」が公表（同年7月1日付適用）されたことを受けて、資金調達手段の多様化や所有から賃貸への転換意向
を示すオペレーターの、いわゆるセール・アンド・リースバック取引や病院建替えにおけるヘルスケアリートの活用機会
は今後増大するものと考えています。

（注）  ‌�本投資法人は、三大都市圏及び中核都市圏を中心に投資を行います。「三大都市圏」及び「中核都市圏」については、後記「投資法人の運用資産の状況 １　
不動産投資法人の資産の構成」をご参照ください。

（2） 今後の運用方針及び対処すべき課題
　上記投資環境認識のもと、本投資法人は、健康長寿社会の実現に寄与し、社会貢献を果たすとともに、安定した
収益の確保と運用資産の着実な成長を目指し、以下の方針に基づき資産運用を行います。

①既存物件の管理運用方針
　本投資法人は、オペレーターからの対象施設や企業情報についての情報開示、保有施設への訪問による運営状況
の実査、施設長への運営状況に関するヒアリング、オペレーターの経営層との面談等によりオペレーター及びオペレー
ションについての継続的なモニタリングを実施し、これによって、保有施設の①建物及び設備の保守管理状況、②対
象施設の運営状況、収支状況及びサービス品質、③オペレーターの財務状況を含む信用状況及び経営課題等を確認
しています。
　更に、モニタリング結果を踏まえ、必要に応じて建物・設備や運営に関する改善提案を行う他、オペレーターに経営
状況の悪化等運営の継続性に重大な支障が生じた場合には、オペレーターの交替を検討します。本投資法人では、オ
ペレーターの交替に備えて一部のスポンサー会社及び保有施設のオペレーターとの間でバックアップオペレーションの
仕組みを構築しています。
　これらの方法により本投資法人は、シニアリビング施設のオペレーションリスクを適切にマネジメントすることにより、
入居者の安定した生活の継続性が保たれ、保有施設の安定的な運用を実現できるものと考えています。
　また、ORE戦略の一環として、オペレーターからの要望に基づくバリューアップ工事の検討や運営上の課題解決の
ための協働等、オペレーターとのリレーションを更に深めることにより、本投資法人の内部成長へと繋がるよう運用を行
う方針です。なお、「ORE戦略」とは、ヘルスケア関連施設のオペレーターの持続的成長を実現するために、その運
営する不動産（Operator Real Estate）の最有効活用及び新規施設の開業等の不動産の運用に関するソリューショ
ンの提供を行う戦略をいいます。以下同じです。

②新規物件の取得戦略
　本投資法人は、ヘルスケア関連施設への投資における特徴的な投資判断の要素として、①不動産（立地、建物・
設備のスペック、ビジネスモデルとの適合性、汎用性）、②オペレーター（経営理念、業歴・業容、財務信用力）、
③オペレーション（事業収益性（賃料負担力）、サービスの品質、マーケット環境）の3点が重要であると考えていま
す。また、具体的な取得戦略については、以下に記載のとおり、オペレーターとのパートナーシップ等に基づく成長戦
略を活用するほか、国の政策や社会のニーズと歩調を合わせた物件取得戦略及び実績豊富な6社のスポンサー会社と
の協働による強固なマルチパイプラインを通じて、安定的な外部成長の実現を目指します。

ⅰ.	オペレーターとのパートナーシップ等に基づく成長戦略
　本投資法人は、成長を希求するオペレーターを本資産運用会社が有する目利き力を活かして選定します。これらの
オペレーターのビジネスパートナーとして共に成長することを目的として、本投資法人が有するヘルスケア関連施設
の保有・維持管理機能に加え、本資産運用会社が有するヘルスケア業界に関する知見及びノウハウを活用したORE
戦略を今後も継続して実践していきます。本投資法人は、このORE戦略を継続して実践することで、有力な新規オ
ペレーターの開拓や既存オペレーターとの関係強化を図り、物件の新規開発やいわゆるセール・アンド・リースバッ
ク取引による取引拡大を目指します。

ⅱ.	国の政策や社会のニーズと歩調を合わせた物件取得戦略
　本投資法人は、健康長寿社会の実現や、日本版CCRC（注）、地方創生、地域交流・多世代交流、団地再生、
コンパクトシティなどの社会的ニーズに対応した投資を積極的に検討していく方針です。また、本投資法人は、メ
ディカル施設業界には、資金調達手段の多様化や、所有から賃貸への転換意向を示すオペレーターが数多く存在す
ると考えています。更に「病院不動産を対象とするリートに係るガイドライン」の策定に伴い、本投資法人はメディ
カル施設に関する市場についても今後中長期的な成長が期待されるマーケットであると考えており、病院、診療所
及び介護老人保健施設も投資対象として積極的に検討していく方針です。
　一方で、社会的インフラと位置付けられるシニアリビング施設やメディカル施設の安定的な供給のためには、オペ
レーターの介護・看護職員の確保や、高止まりしている土地・建設コスト等の社会的課題に対する国家的な対応が不
可欠と本投資法人は考えています。

（注）「CCRC」とは、「Continuing Care Retirement Community」の略語で、健康長寿社会を実現していくために健康型及び介護型の施設が、一つの地域に
集積し、高齢者が健康状態に応じた継続的なケア環境の下で、自立した社会生活を送ることができるようなコミュニティ型施設をいいます。

ⅲ.	スポンサー会社による多様なサポート
　本投資法人が資産運用を委託している本資産運用会社の株主又は株主の親会社は、シニアリビング施設を中心と
するヘルスケア関連施設に対して、投資、融資及びオペレーションをはじめとする各種サービスを提供してきた実績
が豊富なスポンサー各社です。本投資法人はスポンサー会社との間でそれぞれ多様な特性及び強みを活かしたスポ
ンサー・サポート契約を締結しています。
　ケネディクス株式会社は、本投資法人を含め6つの上場投資法人のスポンサーを務めており、豊富な不動産投資・
運用・開発実績を活かし、本投資法人をサポートします。
　株式会社新生銀行は、ヘルスケア・ファイナンスを重点業務と位置付け、先端的な取組みを行ってきた豊富な実
績を活かし、運用資産の着実な成長を支える強固な財務基盤の構築に向けて、ファイナンスとリスク分析の両側面
から、本投資法人をサポートします。
　株式会社長谷工コーポレーション、株式会社LIXILグループ及び損保ジャパン日本興亜ホールディングス株式会社
は、それらの関係会社でシニアリビング施設の運営を行っており、オペレーターの変更が必要となった場合、バック
アップオペレーターとして本投資法人をサポートします。また、各社が運営・保有するシニアリビング施設を売却する
場合、本投資法人はその取得についてスポンサー・サポート契約に基づく優先交渉権等を活用します。
　三菱UFJ信託銀行株式会社は、信託関連業務、ファイナンス及び情報提供で本投資法人を多面的にサポートします。
　上記に加え、ケネディクス株式会社及び株式会社長谷工コーポレーションは、オペレーターと一体となり、シニア
リビング施設の新規開設や病院の建替え等の開発を手掛けることにより、本投資法人の外部成長をサポートします。
　これらのスポンサー会社との協働により、外部成長のための強固なマルチパイプラインを構築し、安定的な物件
取得機会の確保を目指します。

③財務方針
　本投資法人は、中長期的な収益の維持・向上を目的とし、安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針と
し、かかる基本方針を実現するために、以下に掲げる方針に従い、資金の調達及び運用を行います。
ⅰ.	資金調達（エクイティ・ファイナンス）

　新投資口の発行は、運用資産の規模と価値の成長を目的として、既存投資主の権利の希薄化及びそれに伴う投
資口の取引価格の低下等に配慮しつつ、新たに取得する不動産関連資産の取得時期、総資産に対する有利子負債
比率、金融環境及び経済市況等を総合的に勘案して機動的に行います。

ⅱ.	資金調達（デット・ファイナンス）
　資金の借入れ及び投資法人債の発行に際しては、金利動向、マーケット水準、財務の機動性及び安定性並びに
借入先構成等のバランスを考慮しつつ諸条件を総合的に検討した上で、適切な資金調達を行います。

ⅲ.	資金運用
　資金需要（投資対象資産の新規取得、保有資産の維持・向上に向けて必要となる修繕及び資本的支出、本投資
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投資法人の概況

出資の状況1

期　別 第１期
（平成28年２月29日）

第２期
（平成28年８月31日）

発行可能投資口総口数 （口） 5,000,000 5,000,000
発行済投資口の総口数 （口） 84,750 84,750
出資総額 （百万円） 15,531 15,531
投資主数 （人） 5,389 5,576

投資口に関する事項2

　平成28年8月31日現在における主要な投資主は以下のとおりです。

氏名又は名称 住　所
所有

投資口数
（口）

発行済投資口の
総口数に対する
所有投資口数の

割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8番11号 6,976 8.23

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）
東京都中央区晴海1丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーZ棟

4,953 5.84

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，　
ＮＯＮ－ＴＲＥＡＴＹ　ＪＡＳＤＥＣ　ＡＣＣＯＵＮＴ

東京都千代田区丸の内2丁目7番1号
常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
決済事業部

4,442 5.24

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　
ＭＥＬＬＯＮ　ＳＡ／ＮＶ　１０

東京都千代田区丸の内2丁目7番1号
常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
決済事業部

3,326 3.92

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　
ＳＥＲＶＩＣＥＳ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／ＪＡＳＤＥＣ
／ＨＥＮＤＥＲＳＯＮ　ＨＨＦ　ＳＩＣＡＶ

東京都中央区日本橋3丁目11番1号
常任代理人　香港上海銀行　東京支店
カストディ業務部

3,189 3.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2丁目11番3号 2,669 3.14

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2丁目2番2号 2,366 2.79

ケネディクス株式会社 東京都中央区日本橋兜町6番5号 1,950 2.30

株式会社イオン銀行 東京都江東区枝川1丁目9番6号 1,750 2.06

ＢＮＹＭＬ　－　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ　ＡＣＣＯＵＮＴ
東京都千代田区丸の内2丁目7番1号
常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
決済事業部

1,291 1.52

合計 32,912 38.83

（注）  発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は、小数第3位を切り捨てて記載しています。

　該当事項はありません。

決算後に生じた重要な事実6

法人の運転資金、債務の返済並びに分配金の支払等）に対応するため、融資枠等の設定状況も勘案の上、妥当と
考えられる金額の現預金を常時保有します。

資産運用会社、 資産保管会社及び一般事務受託者4

　平成28年8月31日現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は、以下のとおりです。

委託区分 名　称

資産運用会社 ジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式会社

資産保管会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

一般事務受託者（投資主名簿等管理人） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

一般事務受託者（機関の運営） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

一般事務受託者（会計事務等） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

役員等に関する事項3

役職名 氏名又は名称 主な兼職等

当該営業期間に
おける役職毎の

報酬の総額
（千円）

執行役員 奥田　かつ枝 株式会社緒方不動産鑑定事務所　取締役 1,800

監督役員

岩尾　總一郎 医療法人社団茅ヶ崎セントラルクリニック
理事長・院長 1,500

小高　功嗣
小高功嗣法律事務所　弁護士
マネックスグループ株式会社　取締役
LINE株式会社　取締役

1,500

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ － 5,500

（注）  ‌�執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。また、監督役員は、上記記載以外の法人の役員である
場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。

会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、監査の品質、監査報酬等その他
諸般の事情を総合的に勘案して、本投資法人の役員会において検討します。
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投資法人の運用資産の状況

不動産投資法人の資産の構成1

資産の種類 用　途 地　域
（注1）

第１期
（平成28年２月29日）

第２期
（平成28年８月31日）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（%）

（注3）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（%）

（注3）

信託不動産

シニア
リビング施設

有料老人ホーム

三大都市圏及び
中核都市圏 26,362 74.7 26,097 73.7

上記以外の地域 1,735 4.9 1,718 4.9

サービス付き
高齢者向け住宅

三大都市圏及び
中核都市圏 ー ー ー ー

上記以外の地域 1,470 4.2 1,452 4.1

その他

三大都市圏及び
中核都市圏 ー ー ー ー

上記以外の地域 ー ー ー ー

メディカル施設

病院、診療所、
医療モール、
介護老人保健施設、
その他

三大都市圏及び
中核都市圏 ー ー ー ー

上記以外の地域 ー ー ー ー

信託不動産合計 29,569 83.8 29,267 82.7

匿名組合出資持分 ー ー 205 0.6

預金・その他の資産 5,713 16.2 5,925 16.7

資産総額 35,283 100.0 35,398 100.0

（注１）	「三大都市圏」とは、東京圏、大阪圏及び名古屋圏をいい、うち「東京圏」とは、東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県をいい、「大阪圏」とは、大阪
府、京都府、兵庫県、奈良県及び滋賀県をいい、「名古屋圏」とは、愛知県、岐阜県及び三重県をいいます。「中核都市圏」とは、三大都市圏以外の政
令指定都市、中核市及び特例市をいい、うち「政令指定都市」とは、本書の日付現在、札幌市、仙台市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市、広島市、
福岡市、北九州市及び熊本市をいい、「中核市」とは、地方自治法（昭和22年法律第67号。その後の改正を含みます。）（以下「地方自治法」といいま
す。）第252条の22第1項に定める政令による指定を受けた人口30万人以上の法定人口を有する市をいい、「特例市」（現：施行時特例市）とは、地方自
治法第252条の26の3第1項に定める政令による特別指定を受けた人口20万人以上の法定人口を有する市をいいます。以下同じです。

（注２）	「保有総額」は、各期末現在における貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっており、百万円未満を切り捨てて記載し
ています。

（注３）	「対総資産比率」とは、資産総額に対する各資産の保有総額の比率を表しており、小数第2位を四捨五入して記載しています。

主要な保有資産2

物件
番号

（注1）
不動産等の名称 帳簿価額

（百万円）

賃貸可能
面積

（㎡）
（注2）

賃貸面積
（㎡）

（注3）

稼働率
（%）

（注4）

対総賃貸
事業収入
比率（%）
（注5）

主たる用途

S-6 アクティバ琵琶 7,206 39,649.84 39,649.84 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-1 ジョイステージ八王子 3,830 13,812.27 13,812.27 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-2 ニチイホームたまプラーザ 2,553 8,208.65 8,208.65 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-10 天 2,457 6,473.60 6,473.60 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-7 ＳＯＭＰＯケア
ラヴィーレ神戸垂水（注6）

1,972 4,493.35 4,493.35 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-3 ニチイホーム中野南台 1,774 3,339.00 3,339.00 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-13 アルファ恵庭駅
西口再開発ビル 1,718 5,343.33 5,343.33 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-14 グランヒルズおがわらこ 1,452 4,180.28 4,180.28 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-8 グランダ門戸厄神 1,284 3,307.44 3,307.44 100.0 非開示 シニアリビング施設

S-4 ゆいま～る聖ヶ丘 1,222 4,385.53 4,385.53 100.0 非開示 シニアリビング施設

合計 25,474 93,193.29 93,193.29 100.0 87.6

（注１）	「物件番号」は、本投資法人の保有資産について、シニアリビング施設（S）とメディカル施設（M）に分類し、分類毎に順に付した番号を記載しています。
なお、保有資産は全てシニアリビング施設です。以下同じです。

（注２）	「賃貸可能面積」は、各保有資産について、平成28年8月31日現在有効な賃貸借契約書に基づいて記載しています。以下同じです。
（注３）	「賃貸面積」は、平成28年8月31日現在実際に賃貸が行われている面積の合計を記載しています。以下同じです。
（注４）	「稼働率」は、平成28年8月31日現在有効な各保有資産に係る賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を示しています。なお、合計欄については、当

初ポートフォリオ全体の稼働率（ポートフォリオ稼働率）を記載しており、全ての保有資産に係る総賃貸可能面積に対して全ての保有資産に係る総賃貸面積
が占める割合を記載しています。以下同じです。

（注５）	 各物件の「対総賃貸事業収入比率」については、当該物件の賃貸事業収入を開示することについてテナントの承諾が得られていないため、開示していません。
（注6）	「レストヴィラ神戸垂水」は、平成28年4月1日付で、「SOMPOケア ラヴィーレ神戸垂水」に名称を変更しています。以下同じです。 

　平成28年8月31日現在、本投資法人が保有する主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は以下のと
おりです。
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組入資産明細3

用　途 地　域 物件
番号 不動産等の名称 所在地 所有形態

賃貸可能
面積

（㎡）

期末算定
価額

（百万円）
（注）

帳簿価額
（百万円）

シ
ニ
ア
リ
ビ
ン
グ
施
設

三
大
都
市
圏
及
び
中
核
都
市
圏

S-1 ジョイステージ
八王子

東京都八王子市横川町
924番地2 不動産信託受益権 13,812.27 3,800 3,830

S-2 ニチイホーム
たまプラーザ

神奈川県川崎市宮前区
犬蔵二丁目23番6号 不動産信託受益権 8,208.65 2,760 2,553

S-3 ニチイホーム
中野南台

東京都中野区南台三丁目
26番24号 不動産信託受益権 3,339.00 2,020 1,774

S-4 ゆいま～る
聖ヶ丘

（A棟）
東京都多摩市聖ヶ丘二丁目
22番地4

（B棟）
東京都多摩市聖ヶ丘二丁目
20番地6

（C棟）
東京都多摩市聖ヶ丘二丁目
21番地2

不動産信託受益権 4,385.53 1,410 1,222

S-5 イリーゼ
蒲田・悠生苑

東京都大田区北糀谷二丁目
15番21号 不動産信託受益権 2,086.40 1,190 1,129

S-6 アクティバ琵琶

（ケアレジデンス棟）
滋賀県大津市雄琴六丁目
16番16号

（ケアセンター棟）
滋賀県大津市雄琴六丁目
11番8号

（レジデンス棟）
滋賀県大津市雄琴六丁目
17番17号

不動産信託受益権 39,649.84 7,300 7,206

S-7 ＳＯＭＰＯケア
ラヴィーレ神戸垂水

兵庫県神戸市垂水区名谷町
猿倉285番地 不動産信託受益権 4,493.35 2,040 1,972

S-8 グランダ門戸厄神 兵庫県西宮市林田町
10番10号 不動産信託受益権 3,307.44 1,260 1,284

S-9 エクセレント西宮 兵庫県西宮市すみれ台
二丁目4番地3 不動産信託受益権 2,685.48 918 777

S-10 天 北海道札幌市豊平区
月寒中央通六丁目3番1号 不動産信託受益権 6,473.60 2,560 2,457

S-11 イリーゼ
西岡

北海道札幌市豊平区
西岡三条十三丁目7番10号 不動産信託受益権 3,140.27 877 877

S-12 さわやか桜弐番館 秋田県秋田市卸町一丁目
10番3号 不動産信託受益権 3,628.51 1,010 1,009

上
記
以
外
の

地
域

S-13 アルファ恵庭駅
西口再開発ビル 北海道恵庭市相生町2番地1 不動産信託受益権 5,343.33 1,790 1,718

S-14 グランヒルズ
おがわらこ

青森県上北郡東北町
大字大浦字立野57番地2 不動産信託受益権 4,180.28 1,440 1,452

合計 104,733.95 30,375 29,267

（注）  ‌�「期末算定価額」は、本投資法人の規約及び投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みます。）に基づき、一般財団法
人日本不動産研究所又は株式会社谷澤総合鑑定所の不動産鑑定士による、平成28年8月31日を価格時点とする鑑定評価額を記載しています。

　平成28年8月31日現在、本投資法人が保有する資産の明細は以下のとおりです。

（不動産等組入資産明細） 用　途 地　域 物件
番号 不動産等の名称

第1期
（平成27年5月12日～平成28年2月29日）

第2期
（平成28年3月1日～平成28年8月31日）

テナント
総数

[期末時点]
（件）

（注1）

稼働率
[期末時点]

（%）

賃貸事業
収入

[期間中]
（百万円）
（注2）

対総賃貸
事業収入

比率
（%）

（注2）

テナント
総数

[期末時点]
（件）

（注1）

稼働率
[期末時点]

（%）

賃貸事業
収入

[期間中]
（百万円）
（注2）

対総賃貸
事業収入

比率
（%）

（注2）

シ
ニ
ア
リ
ビ
ン
グ
施
設

三
大
都
市
圏
及
び
中
核
都
市
圏

S-1 ジョイステージ
八王子 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-2 ニチイホーム
たまプラーザ 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-3 ニチイホーム
中野南台 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-4 ゆいま～る
聖ヶ丘 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-5 イリーゼ
蒲田・悠生苑 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-6 アクティバ琵琶 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-7
ＳＯＭＰＯケア
ラヴィーレ
神戸垂水

1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-8 グランダ
門戸厄神 2 100.0 非開示 非開示 2 100.0 非開示 非開示

S-9 エクセレント
西宮 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-10 天 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示
S-11 イリーゼ西岡 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

S-12 さわやか
桜弐番館 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

上
記
以
外
の

地
域

S-13 アルファ恵庭駅
西口再開発ビル 3 100.0 非開示 非開示 3 100.0 非開示 非開示

S-14 グランヒルズ
おがわらこ 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示

合計 17 100.0 1,152 100.0 17 100.0 974 100.0

（注１）  ‌�「テナント総数［期末時点］」は、各期末現在有効な各保有資産に係る各賃貸借契約に表示された各物件の賃貸借契約上のテナント数の合計を記載しています。
（注２）  ‌�各物件の「賃貸事業収入」及び「対総賃貸事業収入比率」については、当該物件の賃貸事業収入を開示することについてテナントの承諾が得られていない

ため、開示していません。

　本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況は以下のとおりです。

銘柄名 資産の種類 数　量
帳簿価額（百万円） 評価額（百万円）（注１）

評価損益 備　考
単価 金額 単価 金額

合同会社ＫＳＬＦ８
匿名組合出資持分

（注2）
匿名組合出資持分 ー ー 205 ー 221 15 ー

合計 ー ー 205 ー 221 15 ー

（注１）  ‌�匿名組合出資持分に係る運用資産である不動産等については、鑑定評価額に基づいて評価し、匿名組合出資持分に係る運用資産評価合計額から匿名組合出
資持分に係る負債評価合計額を控除した匿名組合出資持分に係る純資産の持分相当額をもって評価しています。なお、後記「Ⅴ．注記表  金融商品に関する
注記」の時価とは、評価方法が異なります。

（注２）  運用資産は「カネディアンヒル」、「アネシス兵庫」、「オラージュ須磨」、「ロココリハ」及び「アネシス寺田町」の不動産信託受益権です。

（有価証券組入資産明細）
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その他資産の状況4

区　分 種　類
契約額等（百万円）（注1）

時価（百万円）
うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
（支払固定・受取変動） 14,000 14,000 （注2）

合計 14,000 14,000 ー

（注１）  金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（注２）  当該取引は、金融商品に関する会計基準上の金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、時価の記載を省略しています。

（特定取引の契約額等及び時価の状況表）
　平成28年8月31日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は、以下のとおりです。

国及び地域毎の資産保有状況5

　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

保有不動産の資本的支出

資本的支出の予定1

物件番号 不動産等の名称
（所在地） 目　的 予定期間

工事予定金額（千円）

総　額 当期支払額 既支払額

S-1 ジョイステージ八王子
（東京都八王子市）

空調更新
（ホーム棟共有部）

自　平成28年 9 月
至　平成28年11月 16,500 ー ー

S-1 ジョイステージ八王子
（東京都八王子市）

トイレ増設
（ケア棟）

自　平成28年10月
至　平成28年12月 25,000 ー ー

S-1 ジョイステージ八王子
（東京都八王子市）

二重サッシ設置
（ホーム棟）

自　平成28年10月
至　平成28年11月 12,000 ー ー

S-1 ジョイステージ八王子
（東京都八王子市）

照明交換
（ロビー）

自　平成28年10月
至　平成28年11月 1,000 ー ー

S-2 ニチイホームたまプラーザ
（神奈川県川崎市） 中央監視盤更新 自　平成28年10月

至　平成29年 2 月 8,000 ー ー

S-6 アクティバ琵琶
（滋賀県大津市）

エアコン交換
（レストラン厨房）

自　平成28年10月
至　平成28年12月 4,000 ー ー

その他 5,171 ー ー

合計 71,671 ー ー

　本投資法人が保有する資産に関し、第3期（平成29年2月期）に計画されている改修工事等に伴う資本的支出の
予定額のうち主要なものは以下のとおりです。なお、資本的支出の予定金額には、工事の内容等に従い会計上の費用
に区分される結果となるものが発生する場合があります。

長期修繕計画のために積立てた金銭3

　該当事項はありません。

費用・負債の状況

運用等に係る費用明細1

（単位：千円）

項　目
第１期

自 平成27年５月12日
至 平成28年２月29日

第２期
自 平成28年３月 1 日
至 平成28年８月31日

資産運用報酬（注） 110,351 115,505
資産保管手数料 1,686 2,651
一般事務委託手数料 5,607 10,759
役員報酬 8,000 4,800
その他の費用 59,227 43,101
合計 184,873 176,818

（注）  ‌�資産運用報酬には、上記金額の他、特定資産の帳簿価額に算入した不動産等の取得に係る運用報酬が第1期に267,150千円、匿名組合出資持分の取得に係
る運用報酬が第2期に2,000千円あります。

期中の資本的支出2

物件番号 不動産等の名称 所在地 目　的 期　間 工事金額（千円）

S-1 ジョイステージ八王子 東京都八王子市 空調機更新工事 自　平成28年５月
至　平成28年５月 2,298

合計 2,298

　本投資法人が平成28年8月31日現在保有する資産に関し、当期に実施した資本的支出に該当する主要な工事等の
概要は以下のとおりです。資本的支出に該当する工事は2,298千円であり、費用に区分された修繕費13,359千円と
合わせ、合計15,657千円の工事を実施しています。なお、上記とは別に、アルファ恵庭駅西口再開発ビル（区分所
有物件）の管理規約に基づく修繕積立金3,211千円を当期の修繕費として計上しています。
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（注１）  全額変動金利による借入れであり、当期末残高及び日数による期中の加重平均利率の小数第5位を四捨五入して記載しています。
（注２）  ‌�全額変動金利による借入れですが、金利上昇リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行っており、金利スワップ（金利の固定化）後の利率を記載して

います。
（注３）  不動産信託受益権の取得資金及びその関連費用です。
（注4）  既存借入金の返済資金です。

借入状況2

区　分 借入先 借入日
当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均
利率

（%）
返済期限 返済

方法
資金
使途 摘　要

短
期
借
入
金

株式会社新生銀行 平成27年
７月29日

500 ー 0.3500
（注1）

平成28年
７月29日 期限

一括

（注3）
無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 500 ー
株式会社新生銀行 平成28年

７月29日
ー 500 0.3318

（注1）
平成29年
７月31日 （注4）

株式会社三井住友銀行 ー 500
小計 1,000 1,000

長
期
借
入
金

株式会社新生銀行

平成27年
７月29日

1,000 1,000

0.4352
（注2）

平成30年
７月30日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 1,000 1,000
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 500 500
株式会社みずほ銀行 500 500
日本生命保険相互会社 500 500
株式会社新生銀行

平成27年
７月29日

1,750 1,750

0.7287
（注2）

平成32年
７月29日

株式会社三井住友銀行 1,750 1,750
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,000 1,000

株式会社みずほ銀行 500 500

株式会社りそな銀行 500 500
みずほ信託銀行株式会社 500 500
株式会社新生銀行

平成27年
７月29日

1,100 1,100

1.1145
（注2）

平成34年
７月29日

株式会社三井住友銀行 1,100 1,100
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,000 1,000
株式会社みずほ銀行 300 300
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 1,000 1,000

小計 14,000 14,000
合計 15,000 15,000

　平成28年8月31日現在における借入金の状況は以下のとおりです。

投資法人債3

　該当事項はありません。

短期投資法人債4

　該当事項はありません。

新投資口予約権5

　該当事項はありません。

期中の売買状況

資産対応証券等の名称

取　得 譲　渡

取得
年月日

取得価格
（百万円）

（注）

譲渡
年月日

譲渡価格
（百万円）

（注）

帳簿価格
（百万円）

売却損益
（百万円）

合同会社ＫＳＬＦ８を営業者
とする匿名組合出資持分

平成28年
3月28日 200 － － － －

不動産等及び資産対応証券等、 インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等1

（注）  ‌�「取得価格」及び「譲渡価格」は、売買契約に記載された売買代金を記載しており、消費税、地方消費税及び取得又は譲渡に要する諸費用は含まれていま
せん。以下同じです。

その他の資産の売買状況等2

　該当事項はありません。
　なお、上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、銀行預金又は信託財産内の銀行預金です。

特定資産の価格等の調査3

取得又は
譲渡

資産の
種類 銘柄名 取引年月日 取得価格（百万円）

（注1）
特定資産の調査価格

（百万円）

取得 匿名組合出資持分 合同会社ＫＳＬＦ８を営業者
とする匿名組合出資持分 平成28年3月28日 200 200

（２） 投資有価証券

（注１）  「取得価格」は、匿名組合契約書に記載された出資額を記載しており、取得に要した諸費用は含まれていません。
（注２）  ‌�上記の特定資産の価格等の調査は、有限責任監査法人トーマツが日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第23号「投資信託及び投資法人における特定

資産の価格等の調査」に基づき行っており、その調査報告書を受領しています。

（3） その他
　該当事項はありません。

（１） 不動産等
　該当事項はありません。
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利害関係人等との取引状況4

区　分
売買金額等

買付額等（注2） 売付額等
総額 200百万円 －

利害関係人等との取引状況の内訳
合同会社ＫＳＬＦ８ 200百万円（100.0％） －（－）

合計 200百万円（100.0％） －（－）

（１） 取引状況

区　分 支払手数料等総額
（A）（千円）

利害関係人等との取引内訳
総額に対する割合

（B/A）%支払先 支払金額（B）
（千円）

管理委託費 13,416 株式会社長谷工ライブネット 5,214 38.9
借地料 10,656 合同会社ＫＲＦ１７ 273 2.6

（２） 支払手数料等の金額

（注１）  ‌�「利害関係人等」とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号。その後の改正を含みます。）第123条及び一般社団法人投
資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に関する規則第26条第1項第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資
産運用会社の利害関係人等をいいます。

（注２）  ‌�「買付額等」は、取得に係る諸費用、租税公課等の精算金及び消費税等を含んでいません。

資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等5

　本投資法人の資産運用会社であるジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式会社は、宅地建物取引業の業務を
兼業していますが、該当する取引はありません。また、第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業及び不動産
特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。

経理の状況

資産、 負債、 元本及び損益の状況等1

　後記「Ⅱ　貸借対照表」、「Ⅲ　損益計算書」、「Ⅳ　投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ　注記表」及び「Ⅵ　金
銭の分配に係る計算書」をご参照ください。

減価償却額の算定方法の変更2

　該当事項はありません。

不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更3

　該当事項はありません。

その他

自社設定投資信託受益証券等の状況等1

　該当事項はありません。

海外不動産保有法人の状況等3

　該当事項はありません。

海外不動産保有法人が有する不動産の状況等4

　該当事項はありません。

その他5

　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載して
います。

お知らせ2

（1） 投資主総会
　該当事項はありません。

（２） 投資法人役員会
　該当事項はありません。
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（単位：千円）

前期（ご参考）
（平成28年２月29日）

当　期
（平成28年８月31日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 1,353,254 1,719,560

　　信託現金及び信託預金 4,070,540 4,044,839

　　前払費用 34,350 39,249

　　繰延税金資産 23 12

　　未収消費税等 121,284 ー

　　その他 ー 103

　　流動資産合計 5,579,452 5,803,765

　固定資産

　　有形固定資産

　　　信託建物 19,228,561 19,230,860

　　　　減価償却累計額 △392,497 △686,618

　　　　信託建物（純額） 18,836,064 18,544,241

　　　信託構築物 267,689 267,689

　　　　減価償却累計額 △11,359 △19,917

　　　　信託構築物（純額） 256,329 247,772

　　　信託機械及び装置 22,445 22,445

　　　　減価償却累計額 △1,364 △2,397

　　　　信託機械及び装置（純額） 21,080 20,048

　　　信託土地 9,416,012 9,416,012

　　　有形固定資産合計 28,529,487 28,228,074

　　無形固定資産

　　　信託借地権 1,039,835 1,039,835

　　　無形固定資産合計 1,039,835 1,039,835

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ー 205,611

　　　差入敷金及び保証金 10,000 10,000

　　　信託差入敷金及び保証金 18,700 18,700

　　　長期前払費用 105,740 92,708

　　　投資その他の資産合計 134,440 327,020

　　固定資産合計 29,703,763 29,594,930

　資産合計 35,283,216 35,398,696

Ⅱ．貸 借 対 照 表

（単位：千円）

前期（ご参考）
（平成28年２月29日）

当　期
（平成28年８月31日）

負債の部

　流動負債

　　営業未払金 23,593 18,684

　　短期借入金 1,000,000 1,000,000

　　未払金 5,069 2,124

　　未払費用 123,024 130,895

　　未払法人税等 1,289 ー

　　未払消費税等 ー 5,322

　　前受金 163,544 163,538

　　その他 ー 1,260

　　流動負債合計 1,316,521 1,321,824

　固定負債

　　長期借入金 14,000,000 14,000,000

　　信託預り敷金及び保証金 839,952 839,952

　　信託入居一時金預り金 3,382,356 3,402,377

　　固定負債合計 18,222,309 18,242,330

　負債合計 19,538,830 19,564,155

純資産の部

　投資主資本

　　出資総額 15,531,693 15,531,693

　　剰余金

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 212,691 302,846

　　　剰余金合計 212,691 302,846

　　投資主資本合計 15,744,385 15,834,540

　純資産合計 ※1 15,744,385 ※1 15,834,540

負債純資産合計 35,283,216 35,398,696
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Ⅳ．投 資 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益又は
当期未処理損失

（△）
剰余金合計

当期首残高 ー ー ー ー ー

当期変動額

　新投資口の発行 15,531,693 15,531,693 15,531,693

　当期純利益 212,691 212,691 212,691 212,691

当期変動額合計 15,531,693 212,691 212,691 15,744,385 15,744,385

当期末残高 15,531,693 212,691 212,691 15,744,385 15,744,385

前期（ご参考）（自　平成27年5月12日　至　平成28年2月29日）（単位：千円）

前期（ご参考）
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

営業収益

　賃貸事業収入 ※1 1,152,769 ※1 974,460

　その他賃貸事業収入 ー ※1 958

　受取配当金 ー 4,742

　営業収益合計 1,152,769 980,161

営業費用

　賃貸事業費用 ※1 465,635 ※1 427,714

　資産運用報酬 110,351 115,505

　資産保管手数料 1,686 2,651

　一般事務委託手数料 5,607 10,759

　役員報酬 8,000 4,800

　その他営業費用 59,227 43,101

　営業費用合計 650,509 604,532

営業利益 502,260 375,629

営業外収益

　受取利息 592 44

　還付加算金 ー 209

　その他営業外収益 0 ー

　営業外収益合計 592 253

営業外費用

　支払利息 67,110 56,749

　融資関連費用 90,295 15,456

　創立費 55,260 ー

　投資口交付費 71,692 ー

　その他営業外費用 4,438 ー

　営業外費用合計 288,795 72,205

経常利益 214,057 303,677

税引前当期純利益 214,057 303,677

法人税、住民税及び事業税 1,389 874

法人税等調整額 △23 10

法人税等合計 1,366 884

当期純利益 212,691 302,792

前期繰越利益又は前期繰越損失（△） ー 53

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 212,691 302,846

Ⅲ．損 益 計 算 書

（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益又は
当期未処理損失

（△）
剰余金合計

当期首残高 15,531,693 212,691 212,691 15,744,385 15,744,385

当期変動額

　剰余金の配当 △212,637 △212,637 △212,637 △212,637

　当期純利益 302,792 302,792 302,792 302,792

当期変動額合計 ー 90,155 90,155 90,155 90,155

当期末残高 15,531,693 302,846 302,846 15,834,540 15,834,540

当期（自　平成28年3月1日　至　平成28年8月31日）

33 34



貸借対照表に関する注記

前期（ご参考）
（平成28年２月29日）

当　期
（平成28年８月31日）

※1 ‌�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最
低純資産額

50,000千円

※1 ‌�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最
低純資産額

50,000千円

損益計算書に関する注記
前期（ご参考）
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

※1 不動産賃貸事業損益の内訳 （単位：千円） ※1 不動産賃貸事業損益の内訳 （単位：千円）
Ａ．不動産賃貸事業収益 Ａ．不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入 賃貸事業収入
　賃料収入 1,144,168 　賃料収入 967,335
　共益費収入 8,588 　共益費収入 7,091
　その他 13 　その他 33
不動産賃貸事業収益合計 1,152,769 　計 974,460

その他賃貸事業収入 958
不動産賃貸事業収益合計 975,419

Ｂ．不動産賃貸事業費用 Ｂ．不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用 賃貸事業費用
　管理委託費 17,436 　公租公課 73,418
　水道光熱費 1,250 　管理委託費 13,416
　借地料 12,603 　水道光熱費 1,201
　修繕費 13,371 　借地料 10,656
　損害保険料 2,705 　修繕費 16,570
　信託報酬 7,465 　損害保険料 2,413
　減価償却費 405,222 　信託報酬 6,300
　その他賃貸事業費用 5,580 　　　減価償却費 303,710
不動産賃貸事業費用合計 465,635 　　　その他賃貸事業費用 26

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 687,134 　　不動産賃貸事業費用合計 427,714
Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 547,704

Ⅴ．注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

項　目
前期（ご参考）
自 平成27年５月12日
至 平成28年２月29日

当　期
自 平成28年３月 1 日
至 平成28年８月31日

１．‌�有価証券の評価基
準及び評価方法

－

その他有価証券
時価のないもの
　‌�移動平均法による原価法を採用しています。なお、

匿名組合出資持分については、匿名組合に対する持
分相当額を純額で取り込む方法を採用しています。

２．‌�固定資産の減価償
却の方法

有形固定資産（信託財産を含む。）
　定額法を採用しています。なお、主たる有形固定資
産の耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　　建物� ３～74年
　　　　　　　構築物	� ４～41年
　　　　　　　機械及び装置� 11年

有形固定資産（信託財産を含む。）
　定額法を採用しています。なお、主たる有形固定資
産の耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　　建物� ３～74年
　　　　　　　構築物	� ４～41年
　　　　　　　機械及び装置� 11年

３．‌�繰延資産の処理方
法

（1）創立費
支出時に全額費用処理しています。

（2）投資口交付費
支出時に全額費用処理しています。

－

４．‌�収益及び費用の計
上基準

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受
益権に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等

（以下「固定資産税等」といいます。）については、賦課
決定された税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益
権の取得に伴い、本投資法人が負担した初年度の固定
資産税等相当額については、費用に計上せず当該不動
産等の取得原価に算入しています。当期において、不
動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当額は
55,678千円です。

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受
益権に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等

（以下「固定資産税等」といいます。）については、賦課
決定された税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益
権の取得に伴い、本投資法人が負担した初年度の固定
資産税等相当額については、費用に計上せず当該不動
産等の取得原価に算入しています。

５．‌�‌�ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジによっています。ただし、特例処理
の要件を満たす金利スワップについては特例処理
を採用しています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段：金利スワップ取引
　ヘッジ対象：借入金金利

（3）ヘッジ方針
　本投資法人は、財務リスク管理方針に基づき、
投資法人規約に規定するリスクをヘッジする目的
でデリバティブ取引を行っています。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たしている
ため、有効性の評価は省略しています。

（1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジによっています。ただし、特例処理
の要件を満たす金利スワップについては特例処理
を採用しています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段：金利スワップ取引
　ヘッジ対象：借入金金利

（3）ヘッジ方針
　本投資法人は、財務リスク管理方針に基づき、
投資法人規約に規定するリスクをヘッジする目的
でデリバティブ取引を行っています。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たしている
ため、有効性の評価は省略しています。

６．‌�‌�その他計算書類作
成のための基本と
なる重要な事項

（1）‌�不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会
計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権
については、信託財産内の全ての資産及び負債勘
定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘
定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘
定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち
重要性がある下記の科目については、貸借対照表
において区分掲記しています。
①信託現金及び信託預金
②‌�信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信

託土地
③信託借地権
④信託差入敷金及び保証金
⑤信託預り敷金及び保証金
⑥信託入居一時金預り金

（2）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっています。なお、資産の取得に係る控除対象外
消費税は、各資産の取得原価に算入しています。

（1）‌�不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会
計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権
については、信託財産内の全ての資産及び負債勘
定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘
定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘
定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち
重要性がある下記の科目については、貸借対照表
において区分掲記しています。
①信託現金及び信託預金
②‌�信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信

託土地
③信託借地権
④信託差入敷金及び保証金
⑤信託預り敷金及び保証金
⑥信託入居一時金預り金

（2）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっています。なお、資産の取得に係る控除対象外
消費税は、各資産の取得原価に算入しています。

投資主資本等変動計算書に関する注記
前期（ご参考）
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
　　発行可能投資口総口数 5,000,000口 　　発行可能投資口総口数 5,000,000口
　　発行済投資口の総口数 84,750口 　　発行済投資口の総口数 84,750口
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税効果会計に関する注記

前期（ご参考）
（平成28年２月29日）

当　期
（平成28年８月31日）

（単位：千円） （単位：千円）

（繰延税金資産） （繰延税金資産）
未払事業税等 23 未払事業税等 12
繰延税金資産合計 23 繰延税金資産合計 12
繰延税金資産の純額 23 繰延税金資産の純額 12

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳1

前期（ご参考）
（平成28年２月29日）

当　期
（平成28年８月31日）

（単位：％） （単位：％）

法定実効税率 32.31 法定実効税率 32.31
（調整） （調整）
支払分配金の損金算入額 △32.10 支払分配金の損金算入額 △32.22
その他 0.43 その他 0.20
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.64 税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.29

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、 当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

2

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正3

前期（ご参考）
（平成28年２月29日）

当　期
（平成28年８月31日）

－

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及
び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13
号）が平成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後
に開始する営業期間から法人税率等の引下げ等が行われることと
なりました。これに伴い、平成28年9月1日以後に開始する営業期
間に解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率が、従来の32.31％か
ら31.74％となります。
　なお、この税率変更による影響は軽微です。

決算日後の法人税等の税率の変更4

前期（ご参考）
（平成28年２月29日）

当　期
（平成28年８月31日）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及
び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13
号）が平成28年3月31日に公布され、平成28年4月1日以後に開
始する営業期間から法人税率等の引下げ等が行われることとなり
ました。これに伴い、平成28年9月1日以後に開始する営業期間に
解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税
金負債の計算に使用する法定実効税率が変更されます。
　なお、この税率変更による影響額はありません。

－

リースにより使用する固定資産に関する注記
前期（ご参考）
自 平成27年５月12日
至 平成28年２月29日

当　期
自 平成28年３月 1 日
至 平成28年８月31日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

金融商品に関する注記

金融商品の状況に関する事項1

（1） 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、資産(不動産信託受益権等）の取得、修繕及び債務の返済等に充当する資金を、主として金融機
関からの借入れ及び投資口の発行等により調達します。有利子負債の調達に際しては、資金調達の機動性と財務の安
定性のバランスに配慮しています。
　余剰資金の運用は、預金並びに安定性、流動性の高い有価証券及び金銭債権を対象としています。
　デリバティブ取引は、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的とした運用に限定しています。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金は、主として資産の取得を目的としたものであり、返済期日において流動性リスクに晒されますが、調達期
間の長期化及び返済期日の分散を図ること等により当該リスクを管理しています。また、変動金利による借入金は金利
の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し、実質固定化す
ることで、その変動リスクを回避しています。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッ
ジの有効性評価の方法については、前記「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載されている「５.ヘッジ
会計の方法」をご参照ください。
　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されていますが、
安全性及び換金性を考慮し、原則として一定以上の格付を有する銀行に開設した普通預金口座に預け入れることで当
該リスクを管理しています。
　信託入居一時金預り金は、オペレーターが入居者から受領する入居一時金の全額又は一部をオペレーターより預かっ
ているものであり、入居者の退去に伴う返還時に流動性リスクに晒されますが、手許流動性を維持することにより当該
リスクを管理しています。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。また、後記デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバ
ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

前期（ご参考）（自　平成27年5月12日　至　平成28年2月29日）
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金融商品の時価等に関する事項2

　平成28年２月29日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。（（注２）をご参照ください。）

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）現金及び預金 1,353,254 1,353,254 －
（2）信託現金及び信託預金 4,070,540 4,070,540 －

資産計 5,423,794 5,423,794 －
（1）短期借入金 1,000,000 1,000,000 －
（2）長期借入金 14,000,000 14,289,684 289,684

負債計 15,000,000 15,289,684 289,684
デリバティブ取引 － － －

（注１）  金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資産

（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金
　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
負債

（1）短期借入金
　　 これらは短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（2）長期借入金
　　 ‌�元利金の合計額（特例処理の対象とされている借入金については当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額）を、新規に同様の借入れ

を行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。
　　 デリバティブ取引
　　 １.ヘッジ会計が適用されていないもの
　　　 該当事項はありません。 
　　 ２.ヘッジ会計が適用されているもの
　　　 ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

（注）  ‌�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時
価に含めて記載しています。（前記「金融商品に関する注記　2．金融商品の時価等に関する事項 （注1）金融商品の時価の算定方法及びデリバ
ティブ取引に関する事項　負債（2）長期借入金」をご参照ください。）

（単位：千円）

ヘッジ会計方法 デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象

契約額等
時　価 当該時価の算定方法うち１年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 14,000,000 14,000,000 （注） －

（注2）  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 （単位：千円）
前　期

（平成28年２月29日）
信託入居一時金預り金 3,382,356

上記については、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても入居者の退去による返還等の可能性があり、実質的な預託期間を算定することができ
ないことから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（注3）  金銭債権の決算日（平成28年２月29日）後の償還予定額 （単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

現金及び預金 1,353,254 － － － － －
信託現金及び信託預金 4,070,540 － － － － －
合計 5,423,794 － － － － －

（注4）  借入金の決算日（平成28年２月29日）後の返済予定額 （単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 1,000,000 － － － － －
長期借入金 － － 3,500,000 － 6,000,000 4,500,000
合計 1,000,000 － 3,500,000 － 6,000,000 4,500,000

金融商品の状況に関する事項1

（1） 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、資産(不動産信託受益権等）の取得、修繕及び債務の返済等に充当する資金を、主として金融機関か
らの借入れ及び投資口の発行等により調達します。有利子負債の調達に際しては、資金調達の機動性と財務の安定性の
バランスに配慮しています。
　余剰資金の運用は、預金並びに安定性、流動性の高い有価証券及び金銭債権を対象としています。
　デリバティブ取引は、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的としたものに限定しています。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金は、主として資産の取得を目的としたものであり、返済期日において流動性リスクに晒されますが、調達期
間の長期化及び返済期日の分散を図ること等により当該リスクを管理しています。また、変動金利による借入金は金利
の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し、実質固定化す
ることで、その変動リスクを回避しています。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッ
ジの有効性評価の方法については、前記「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載されている「5.ヘッジ
会計の方法」をご参照ください。
　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されていますが、
安全性及び換金性を考慮し、原則として一定以上の格付を有する銀行に開設した普通預金口座に預け入れることで当
該リスクを管理しています。
　投資有価証券は、匿名組合に対する出資であり、発行体の信用リスク、不動産等の価値の変動リスク及び金利変
動リスクに晒されていますが、定期的に発行体の財務状況及び不動産等の価値等を把握することにより、信用リスク
及び価値変動リスクの低減に努めています。
　信託入居一時金預り金は、オペレーターが入居者から受領する入居一時金の全額又は一部をオペレーターより預かっ
ているものであり、入居者の退去に伴う返還時に流動性リスクに晒されますが、手許流動性を維持することにより当該
リスクを管理しています。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。また、後記デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバ
ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

当期（自　平成28年3月1日　至　平成28年8月31日）
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金融商品の時価等に関する事項2

　平成28年８月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。（（注２）をご参照ください。）

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）現金及び預金 1,719,560 1,719,560 －
（2）信託現金及び信託預金 4,044,839 4,044,839 －

資産計 5,764,399 5,764,399 －
（1）短期借入金 1,000,000 1,000,000 －
（2）長期借入金 14,000,000 14,258,730 258,730

負債計 15,000,000 15,258,730 258,730
デリバティブ取引 － － －

（注１）  金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資産

（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金
　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
負債

（1）短期借入金
　　 これらは短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（2）長期借入金
　　 ‌�元利金の合計額（特例処理の対象とされている借入金については当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額）を、新規に同様の借入れ

を行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。 
　　 デリバティブ取引
　　 １.ヘッジ会計が適用されていないもの
　　　 該当事項はありません。 
　　 ２.ヘッジ会計が適用されているもの
　　　 ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

（注）  ‌�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時
価に含めて記載しています。（前記「金融商品に関する注記　２．金融商品の時価等に関する事項 （注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバ
ティブ取引に関する事項　負債（２）長期借入金」をご参照ください。）

（単位：千円）

ヘッジ会計方法 デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象

契約額等
時　価 当該時価の算定方法うち１年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 14,000,000 14,000,000 （注） －

（注2）  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 （単位：千円）
当　期

（平成28年８月31日）
投資有価証券�  ※１ 205,611
信託入居一時金預り金� ※２ 3,402,377

※１投資有価証券（匿名組合出資持分）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていません。
※２‌�信託入居一時金預り金については、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても入居者の退去による返還等の可能性があり、実質的な預託期間

を算定することができないことから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていません。

（注3）  金銭債権の決算日（平成28年８月31日）後の償還予定額 （単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

現金及び預金 1,719,560 － － － － －
信託現金及び信託預金 4,044,839 － － － － －
合計 5,764,399 － － － － －

（注4）  借入金の決算日（平成28年８月31日）後の返済予定額 （単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 1,000,000 － － － － －
長期借入金 － 3,500,000 － 6,000,000 － 4,500,000
合計 1,000,000 3,500,000 － 6,000,000 － 4,500,000

賃貸等不動産に関する注記
前期（ご参考）（自　平成27年５月12日　至　平成28年２月29日）
　本投資法人は、主として三大都市圏及び中核都市圏において、賃貸収益を得ることを目的として、シニアリビング
施設を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び期末時価は、以下のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

ー 29,569,322 29,569,322 30,245,000

（注１）  貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）  期中増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権14物件の取得（29,968,702千円）、主な減少額は減価償却費（405,222千円）です。
（注3）  期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

当期（自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日）
　本投資法人は、主として三大都市圏及び中核都市圏において、賃貸収益を得ることを目的として、シニアリビング
施設を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び期末時価は、以下のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

29,569,322 △301,412 29,267,910 30,375,000

（注１）  貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）  期中増減額のうち、主な減少額は減価償却費（303,710千円）です。
（注3）  期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

資産の運用の制限に関する注記
前期（ご参考）
自 平成27年５月12日
至 平成28年２月29日

当　期
自 平成28年３月 1 日
至 平成28年８月31日

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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（注１）  取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には含まれています。
（注２）  取引条件は市場の実勢に基づいて決定しています。
（注3）  ‌�不動産信託受益権の取得に係る取引金額は、売買契約に記載された売買代金額を記載しており、消費税、地方消費税及び取得に要する諸費用は含まれていません。

関連当事者との取引に関する注記
前期（ご参考）（自　平成27年５月12日　至　平成28年２月29日）

属　性 会社等の
名称又は氏名

事業の内容
又は職業

投資口の
所有割合
（％）

取引の内容 取引金額
（千円） 科　目 期末残高

（千円）

利害関係人等 合同会社KSLF 信託受益権及び不動産の
取得・管理・処分 － 不動産信託受益

権の取得（注３） 1,740,000 － －

利害関係人等 合同会社KSLF2 信託受益権及び不動産の
取得・管理・処分 － 不動産信託受益

権の取得（注３） 750,000 － －

利害関係人等 合同会社KSLF3 信託受益権及び不動産の
取得・管理・処分 － 不動産信託受益

権の取得（注３） 1,175,000 － －

利害関係人等 合同会社KSLF4 信託受益権及び不動産の
取得・管理・処分 － 不動産信託受益

権の取得（注３） 1,100,000 － －

利害関係人等
有限会社ケイアン
ドユーインベスト
メント

信託受益権及び不動産の
取得・管理・処分 － 不動産信託受益

権の取得（注３） 2,500,000 － －

資産保管会社 三菱UFJ信託銀行
株式会社 銀行業 －

資金の借入れ 2,500,000 長期借入金 2,500,000

融資関連費用 3,097
前払費用 5,092

長期前払費用 21,053

支払利息 10,204 未払費用 43

（注１）  取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には含まれています。
（注２）  取引条件は市場の実勢に基づいて決定しています。

当期（自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日）

属　性 会社等の
名称又は氏名

事業の内容
又は職業

投資口の
所有割合
（％）

取引の内容 取引金額
（千円） 科　目 期末残高

（千円）

資産保管会社 三菱UFJ信託銀行
株式会社 銀行業 －

資金の借入れ － 長期借入金 2,500,000

融資関連費用 2,508
前払費用 5,017

長期前払費用 18,619

支払利息 7,645 未払費用 121

重要な後発事象に関する注記
前期（ご参考）
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

前期（ご参考）
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

当期純利益� （千円） 212,691 302,792

普通投資主に帰属しない金額� （千円） ー ー

普通投資口に係る当期純利益� （千円） 212,691 302,792

期中平均投資口数� （口） 62,815 84,750

１口当たり情報に関する注記
前期（ご参考）
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

1口当たり純資産額 185,774円 1口当たり純資産額 186,838円

1口当たり当期純利益 3,385円 1口当たり当期純利益 3,572円

1口当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均投資口数（日数加
重平均投資口数）で除することにより算定しています。なお、潜
在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在投資口がな
いため記載していません。

1口当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均投資口数（日数加
重平均投資口数）で除することにより算定しています。なお、潜
在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在投資口がな
いため記載していません。

（注）  １口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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前期（ご参考）
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

Ⅰ 当期未処分利益 212,691,749円 302,846,987円

Ⅱ 分配金の額 212,637,750円 302,811,750円

　（投資口１口当たり分配金の額） （2,509円） （3,573円）

Ⅲ 次期繰越利益 53,999円 35,237円

分配金の額の算出方法

　本投資法人の規約第46条に定める分配方針に
基づき、分配金の額は利益の金額を限度とし、か
つ、租税特別措置法第67条の15に規定する配当
可能利益の額の100分の90に相当する金額を超
えるものとしています。かかる方針により、当期
未処分利益を超えない額で発行済投資口の総口数
84,750口の整数倍の最大値となる212,637,750
円を利益分配金として分配することとします。
　なお、本投資法人の規約第46条②に定める利
益を超えた金銭の分配は行いません。

　本投資法人の規約第46条に定める分配方針に
基づき、分配金の額は利益の金額を限度とし、か
つ、租税特別措置法第67条の15に規定する配当
可能利益の額の100分の90に相当する金額を超
えるものとしています。かかる方針により、当期
未処分利益を超えない額で発行済投資口の総口数
84,750口の整数倍の最大値となる302,811,750
円を利益分配金として分配することとします。
　なお、本投資法人の規約第46条②に定める利
益を超えた金銭の分配は行いません。

Ⅵ．金 銭 の 分 配 に 係 る 計 算 書 Ⅶ．監 査 報 告 書  
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（単位：千円）

前　期
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 214,057 303,677

　減価償却費 405,222 303,710

　投資口交付費 71,692 ー

　受取利息 △592 △44

　支払利息 67,110 56,749

　未収消費税等の増減額（△は増加） △121,284 121,284

　前払費用の増減額（△は増加） △34,350 △4,898

　未払消費税等の増減（△は減少） ー 5,322

　営業未払金の増減額（△は減少） 18,475 209

　未払金の増減額（△は減少） 5,069 △2,944

　未払費用の増減額（△は減少） 122,715 7,256

　前受金の増減額（△は減少） 163,544 △6

　長期前払費用の増減額（△は増加） △105,740 13,031

　その他 ー △103

　小計 805,919 803,242

　利息の受取額 592 44

　利息の支払額 △66,801 △56,134

　法人税等の支払額 △100 △2,163

　営業活動によるキャッシュ・フロー 739,610 744,989

投資活動によるキャッシュ・フロー

　信託有形固定資産の取得による支出 △28,929,591 △7,416

　信託無形固定資産の取得による支出 △1,039,835 ー

　差入敷金及び保証金の差入による支出 △10,000 ー

　信託差入敷金及び保証金の差入による支出 △18,700 ー

　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 839,952 ー

　信託入居一時金預り金の受入による収入 3,658,867 241,654

　信託入居一時金預り金の返還による支出 △276,511 △221,633

　投資有価証券の取得による支出 ー △205,611

　投資活動によるキャッシュ・フロー △25,775,817 △193,007

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入れによる収入 1,000,000 1,000,000

　短期借入金の返済による支出 ー △1,000,000

　長期借入れによる収入 14,000,000 ー

　投資口の発行による収入 15,460,001 ー

　分配金の支払額 ー △211,377

　財務活動によるキャッシュ・フロー 30,460,001 △211,377

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,423,794 340,604

現金及び現金同等物の期首残高 ー 5,423,794

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,423,794 ※1 5,764,399

Ⅷ．キャッシュ・フロ ー 計 算 書 （ 参 考 情 報 ）

（注）  ‌�キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情報として添付し
ています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けていません。

重要な会計方針に係る事項関係 （参考情報）

項　目
前　期

自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金
及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随
時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなっています。

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金
及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随
時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなっています。

（参考情報）キャッシュ・フロー計算書に関する注記
（単位：千円）

前　期
自　平成27年５月12日
至　平成28年２月29日

当　期
自　平成28年３月 1 日
至　平成28年８月31日

※1 ‌�現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

※1 ‌�現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

現金及び預金 1,353,254 現金及び預金 1,719,560
信託現金及び信託預金 4,070,540 信託現金及び信託預金 4,044,839
現金及び現金同等物 5,423,794 現金及び現金同等物 5,764,399
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投資口価格の推移

投資主の状況
所有者別投資主数の状況

主要投資主

個人・その他 金融機関 金融商品
取引業者

その他
国内法人

   外国法人・
外国個人 合計

第2期末（2016年8月31日） 5,299 32 18 192 35 5,576

順位 名称 投資口数
（口）

所有割合
（％）

1 日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 6,976 8.23

2 資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口） 4,953 5.84

3 THE BANK OF NEW YORK, NON–
TREATY JASDEC ACCOUNT 4,442 5.24

4 THE BANK OF NEW YORK MELLON 
SA/NV 10 3,326 3.92

5
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 
LUXEMBOURG/JASDEC/HENDERSON 
HHF SICAV

3,189 3.76

6 日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 2,669 3.14

7 野村信託銀行株式会社（投信口） 2,366 2.79

8 ケネディクス株式会社 1,950 2.30

9 株式会社イオン銀行 1,750 2.06

10 BNYML – NON TREATY ACCOUNT 1,291 1.52

合計 32,912 38.83

投資口・投資主情報

金融商品
取引業者

その他
国内法人

外国法人・
外国個人

金融機関 個人・その他

39.1%31.2%

19.8%

9.2% 0.8%

所有者別
投資口数の割合

投資法人の仕組み

投資法人の仕組み／資産運用会社の概要

（60%出資）

資産保管会社
投資主名簿等管理人

一般事務受託者

株主総会

取締役会

代表取締役社長

企画管理部投資運用部 財務経理部

本投資法人

投資主総会

特定関係法人
ケネディクス株式会社

3

1

1

2

3

2

三菱UFJ信託銀行株式会社

スポンサー
ケネディクス株式会社
株式会社新生銀行
株式会社長谷工コーポレーション
三菱UFJ信託銀行株式会社
株式会社LIXILグループ
SOMPOホールディングス株式会社

資産運用委託契約
資産保管業務委託契約／投資口事務代行委託契約／一般事務委託契約
スポンサー・サポート契約

本資産運用会社
ジャパン・シニアリビング・
パートナーズ株式会社

執行役員：奥田 かつ枝
監督役員：岩尾 總一郎
監督役員：小高 功嗣

役員会

会計監査人
有限責任監査法人トーマツ

組織図

資産運用会社の概要

社名 ジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式会社

設立 2014年4月18日

資本金 200百万円

株主

ケネディクス株式会社（60%）
株式会社長谷工コーポレーション（20%）
株式会社新生銀行（5%）
三菱UFJ信託銀行株式会社（5%）
株式会社LIXILグループ（5%）
損害保険ジャパン日本興亜株式会社（5%）

住所 東京都港区新橋二丁目2番9号

役員

代表取締役社長　　　　藤村 隆
取締役　　　　　　　　倉又 淳
取締役兼企画管理部長　菊嶋 勇晴
取締役（非常勤）　　　田島 正彦
取締役（非常勤）　　　佐々木 一徳
監査役（非常勤）　　　植田 哲夫

事業の内容 投資運用業

登録・
許認可等

宅地建物取引業免許 東京都知事（1）第96788号
取引一任代理等認可 国土交通大臣認可第90号
金融商品取引業者登録 関東財務局長（金商）2837号
一般社団法人 投資信託協会 会員

監査役

コンプライアンス・
オフィサー

運用委員会 コンプライアンス
委員会

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2015年 2016年
7月29日

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

30,000

8月31日 9月30日 10月30日 11月30日 12月30日
1月29日

2月29日 3月31日 4月28日 5月31日 6月30日 7月29日 8月31日

投資口価格（左軸） 出来高（右軸）

2015年7月29日（上場日）
173,500円

2016年8月31日（第2期末）
148,800円

（円） （口）
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投資主メモ

投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内

支払調書 ＊分配金に関する支払調書

決算期日 毎年2月末日、8月末日

投資主総会 2年に1回以上開催

同議決権行使投資主確定日 規約第12条に定める日

分配金支払確定基準日 毎年2月末日、8月末日（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支払いたします。）

上場金融商品取引所 東京証券取引所 不動産投資信託証券市場

公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

郵送物送付先及び
お問い合わせ先

〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部　電話： 0120-232-711

振替請求、住所、氏名及び届出印等の変更ならびに分配金振込先の指定及び変更について

［マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先］

分配金のお受け取りに関するお問い合わせについて

お取引先の証券会社にお申し出ください。

投資主名簿等管理人である三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部へご連絡ください。

市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。

このため、投資主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届けいただく必要がございます。

証券口座にて投資口を管理されている投資主様

証券会社とのお取引がない投資主様
法令に定められたとおり、支払調書には投資主
様のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いた
します。

お取引の証券会社までお問い合わせください。

下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部（ 0120-232-711）

2月期決算月

2月期分配金支払い開始
2月期資産運用報告発送

8月期決算月 8月期決算発表

8月期分配金支払い開始
8月期資産運用報告発送

2月期決算発表

IRカレンダー

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

投資口関係業務における
マイナンバーの利用

投資主インフォメーション

本投資法人は、投資法人の特徴や戦略、保有施設やIR情報などを掲載しています。

今後も投資主の皆様へタイムリーな情報提供に努めてまいります。

ジャパン・シニア

http://www.jsl-reit.com/

1

1
2
3
4
5　
6
7 　
　
8
9

2
6

8
7

3
4

5

9

本投資法人の概要についてのページを見ることができます。

本投資法人の特徴や戦略を知るページを見ることができます。

保有施設の一覧、ポートフォリオ構成比率、稼働率のページを見ることができます。

財務情報についてのページを見ることができます。

プレスリリース、開示情報、投資主優待などのIR情報についてのページを見ることができます。

個人投資家様向けの資料等を見ることができます。

IRメールに登録することができます。登録いただきますと、最新のニュースリリースや　　
ホームページの更新情報などを電子メールにてお知らせいたします。

決算説明会の動画を見ることができます。

最新情報を掲載しています。

ホームページのご紹介
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会社名 株式会社センチュリーライフ
長谷工グループ

株式会社LIXIL
シニアライフカンパニー

優待内容 • ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料

• ‌�〈前払金プランの場合〉
入居一時金 30万円割引

• ‌�体験入居無料（1泊2日 2食夕朝付）
• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料

利用対象者 投資主及びその配偶者ならびにその親族（二親等まで）

対象施設

上記オペレーターが運営する有料老人ホーム及
びサービス付高齢者向け住宅に該当する全ての
施設

上記オペレーターが運営する以下の
有料老人ホーム
• ‌�フェリオ多摩川（東京都大田区）
• ‌�フェリオ成城（東京都世田谷区）
• ‌�フェリオ天神（福岡市中央区）
• ‌�フェリオ百道（福岡市早良区）
• ‌�レジアス百道（福岡市早良区）

10施設 5施設

東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪 東京、福岡

連絡先電話番号 0120-580-731 住生活相談センター　0120-1165-97

ホームページ http://www.centurylife.co.jp/ https://www.jsgsl.co.jp/

会社名 株式会社ニチイケアパレス 株式会社さわやか倶楽部

優待内容
• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料
• ‌�体験入居無料（1泊2日 3食付）

• ‌�初月利用料の10％割引
• ‌�体験入居無料（1泊2日 2食夕朝付）
• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料

利用対象者 投資主及びその配偶者ならびにその親族（二親等まで）

対象施設

上記オペレーターが運営する
全有料老人ホーム

上記オペレーターが運営する有料老人ホームに
該当する全ての施設

69施設 55施設

東京、埼玉、千葉、神奈川、静岡
北海道、秋田、新潟、栃木、埼玉、千葉、愛知、
三重、大阪、京都、兵庫、愛媛、福岡、大分

連絡先電話番号 0120-555-800 0120-958-490

ホームページ http://www.nichii-carepalace.co.jp/ http://www.sawayakaclub.jp/

会社名 株式会社エヌエムライフ

優待内容
• ‌�入居一時金割引（20万円割引）
• ‌�体験入居無料3回まで（1泊2日 2食夕朝付）
• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料（3回まで）

利用対象者 投資主及びその配偶者ならびにその親族（二親等まで）

対象施設

ジョイステージ八王子

1施設

東京

連絡先電話番号 入居相談部　0120-38-0161

ホームページ http://www.joystage.com/

エリア エリア

（注1） ‌�既に対象施設に入居している利用対象者は、当該対
象施設において本優待制度の対象外とします。

（注2） ‌�対象施設数及びエリアは2016年8月31日時点で各
社が運営する対象施設になります。

（注3） ‌�対象施設の運営状況及びその他の理由で、体験入居
や施設見学に制約がある場合があります。

（注4） ‌�対象施設が介護付き老人ホームの場合、介護を必要
とされない利用対象者は本優待制度を利用できな
い場合があります。

（注5） ‌�体験入居の際には、事前に健康診断の受診とケアマ
ネジャーによる面談が必要となる場合があります。

会社名 SOMPOケアネクスト株式会社 株式会社生活科学運営
長谷工グループ

優待内容

• ‌�〈前払金プランの場合〉
前払金の3%または20万円のいずれか高い金
額を割引

• ‌�〈月払いプランの場合〉
毎月の家賃相当額の3%割引

• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料
※その他の割引制度との併用はできません。
※‌�紹介事業者より、同社施設の紹介を受けている場合は優待対

象外となります。

• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料

利用対象者 投資主及びその配偶者ならびにその親族（二親等まで）

対象施設

上記オペレーターが運営するSOMPOケア ラヴィーレ
ブランドの有料老人ホームに該当する全ての施設

上記オペレーターが運営する有料老人ホームに
該当する全ての施設

115施設 24施設

東京、神奈川、埼玉、千葉、愛知、大阪、
兵庫、広島 東京、神奈川、埼玉、静岡、愛知、京都、大阪

連絡先電話番号 介護なんでも相談室　0120-37-1865 0120-580-731

ホームページ http://www.sompocare-next.jp/ http://www.seikatsu-kagaku.co.jp/

エリア エリア

会社名 長谷川介護サービス株式会社 株式会社エクセレントケアシステム

優待内容
• ‌�体験入居無料（1泊2日 2食夕朝付）
• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料

• ‌�初月利用料の10％割引
• ‌�体験入居無料（1泊2日 2食夕朝付）
• ‌�日帰り（昼食付）施設見学無料

利用対象者 投資主及びその配偶者ならびにその親族（二親等まで）

対象施設

上記オペレーターが運営する有料老人ホームに
該当する全ての施設

上記オペレーターが運営する有料老人ホームに
該当する全ての施設

89施設 13施設

北海道、東京、神奈川、埼玉、千葉、
長野、沖縄

東京、神奈川、京都、兵庫、徳島

連絡先電話番号 0120-12-2943 042-538-1165

ホームページ http://www.irs.jp/ http://www.excare.co.jp/

エリア エリア

エリアエリアエリア
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